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１．重層下請構造の現状について

２．適切な施工体制の確立に向けて

３．建設技能者施策について



１．重層下請構造の現状について



１－１．下請比率の推移

下請比率（下請完成工事高÷元請完成工事高）は上昇傾向にあったが、近年では50％後半で推移。

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」 ※令和元年度データより推計方法の変更を行っている。
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元請企業

下請企業

受託者

１－２．重層下請構造発生要因分析調査

専門工事業者が直接施工に必要な技能労働者を雇用から請負へと外部化する動きが進んでいるとの指摘があ
ることを踏まえ、下位の下請段階において労務提供を行う下請の重層化について、その実態や発生要因を明ら
かにし、重層化の課題解決のための施策検討につなげる。

○ 建設業団体に調査協力を依頼し、１００程度の現場をサンプル抽出した上で、
現場ごとに下請も含む全ての建設業者に対するアンケート調査を実施。

○ アンケートでは、下請構造と、その形成に関わっていると想定される要素
（例：工種・規模、自社施工ではなく下請に付す理由、下請の選定理由、
元請・自社・下請の役割分担）を調査。結果は統計的な分析を重視し、個別
の現場状況には基本的に触れない。

調査目的

調査方法

Ａ社
n次

n+1次

Ｂ班

Ｂ社

一人親方c 一人親方d

元請

1次下請

2次下請

n次下請

n+1次下請

Ｅ社

一般的な下請構造 下位の下請段階における重層下請構造

国交省建設業団体

現場

業務
委託
業務
委託

協力
依頼
協力
依頼

協力
依頼
協力
依頼

調査スキーム

③アンケート送付

①

①

④アンケート回答 ⑤結果分析

アンケート回答数

下請情報数（※）

元請 108件 1、315件

下請 1、957件 2、175件

合計 2、065件 3、490件

※下請情報：アンケート回答者が、自ら発注した個別の
下請契約について回答した情報 5



１－３．主なアンケート項目と回答者の内訳

１．回答者情報
○自社の総技術者数
○自社の総技能労働者数
○資本金・完工高

２．現場情報
○工事内容
○請負代金額
○工期
○下請比率
○完工高に占める注文者との取引割合

３．施工情報
○自社工事における役割分担状況
○自社の配置技術者数
○主任（監理）技術者の雇用形態
○主任（監理）技術者以外の技術者の雇用形態
○自社の班ごとの技能労働者数・保険加入状況

４．下請情報（下請契約ごとに回答）
○下請工事内容
○下請工事における役割分担状況
○下請に付した理由

回答企業数 2、065社アンケート項目

元請
108
(5.2%)

１次下請
913

(44.2%)
２次下請
636

(30.8%)

３次下請
220

(10.7%)

４次下請
50

(2.4%)

５次下請
7

(0.3%)

未回答
131
(6.3%)
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１－４．回答現場の内訳

回答企業数 2、065社 元請回答現場数 108現場
【次数別内訳】 【工事内容別内訳】

【規模別内訳】
（請負代金額）

【規模別内訳】
（工期日数）

元請
108
(5.2%)

１次下請
913

(44.2%)
２次下請
636

(30.8%)

３次下請
220

(10.7%)

４次下請
50

(2.4%)

５次下請
7

(0.3%)

未回答
131
(6.3%)

10億円未満
33

(30.6%)

10億円以上
25

(23.1%)20億円以上
13

(12.0%)

30億円以上
4

(3.7%)

40億円以上
4

(3.7%)

50億円以上
13

(12.0%)

100億円以上
13

(12.0%)

未回答
3

(2.8%)

6ヶ月未満
4

(3.7%)

6ヶ月以上
25

(23.1%)

12ヶ月以上
36

(33.3%)18ヶ月以上
20

(18.5%)

24ヶ月以上
11

(10.2%)

30ヶ月以上
5

(4.6%)

36ヶ月以上
7

(6.5%)

住宅
26

(24.1%)

事務所
21

(19.4%)
店舗
15

(13.9%)工場・発電所
8

(7.4%)

倉庫・物流施設
9

(8.3%)

教育・研究・
文化施設
17

(15.7%)

医療・福祉
施設
11

(10.2%)

未回答
1

(0.9%)
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１－５．調査時点における現場単位の下請次数

調査時点の下請次数別現場数（合計108現場）

① 施工体系図上は3次までで完結するものが全体の86％を占め、最も重層化している工事で5次まで存在。
② 工事内容別では、「住宅」「事務所」「倉庫・物流施設」「教育・研究・文化施設」で 5次・4次の工事を確認。
③ 規模別では、金額別では傾向が見られないが、工期別では日数が多い工事で5次・4次の工事を確認。

１次
18

(16.8%)

２次
33

(30.8%)

３次
41

(38.3%)

４次
13

(12.1%)

５次
2

(1.9%)

１次、 4

2

5

2

2

3

２次、 9

5

6

6

1

7

5

３次、 8

9

3

6

5

3

1

４次、 4

5

2

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅【26現場】

事務所【21現場】

店舗【14現場】

工場・発電所【8現場】

倉庫・物流施設【9現場】

教育・研究・文化施設【17現場】

医療・福祉施設【11現場】

未回答【1現場】

１次、 8

5

2

2

1

２次、 10

10

6

1

3

2

1

３次、 11

8

4

3

3

4

7

2

4

2

1

4

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10億円未満【33現場】

10億円以上【25現場】

20億円以上【13現場】

30億円以上【4現場】

40億円以上【4現場】

50億円以上【13現場】

100億円以上【13現場】

未回答【3現場】

１次 ２次 ３次 ４次 ５次

１次、 1

6

7

1

1

1

1

２次、 1

7

15

5

4

1

３次、 2

12

11

7

5

1

4

3

6

1

1

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

6ヶ月未満【4現場】

6ヶ月以上【25現場】

12ヶ月以上【36現場】

18ヶ月以上【20現場】

24ヶ月以上【11現場】

30ヶ月以上【5現場】

36ヶ月以上【7現場】

※注文者と請負者のいずれかの回答が存在すれば、
その契約が存在するものとして集計

①86.0%

4次

5次

4次

5次

5次

②

③
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１－６．下位の下請に現れやすい工種

① 上位の下請には建築工事の工種が多く、下位の下請では設備工事の工種が多い。
② 「仮設」「土工」「地業」といった一般的な工種は上位から下位にかけて多く見られる。
③ 5次下請では「配管工事」「配線工事」が多く見られる。

0 100 200 300 400

仮設
土工
地業
鉄筋

コンクリート
型枠
鉄骨
防水
金属
左官
建具

内外装
仕上ユニット
配管工事
配線工事
接地工事
電灯設備
動力設備

情報表示・拡声設備
誘導支援設備
火災報知設備

配管工事
空気調和機設備

ダクト設備

0 100 200 0 20 40 0 10 20 0 2 4

③

②

①

①

1次下請（1、315社） 2次下請（1、230社） 3次下請（372社） 4次下請（32社） 5次下請（6社）

※工種は公共建築積算基準等による。（回答が多かった工種のみを記載）
※請負契約の注文者が下請に請け負わせた工種を回答したものを集計（複数回答可）

建
築
工
事

電
気
設
備
工
事

機
械
設
備

工
事
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59

165

136

94

35

65

52

48

16

61

91

788

672

712

785

782

755

792

708

733

643

677

35

29

30

18

59

17

21

77

142

174

91

31

47

35

16

37

76

48

80

22

35

54

0% 20% 40% 60% 80%100%

自社より上位の建設業者 自社 自社より下位の建設業者 未回答

施工要領書等の
作成

進捗管理等の
工程管理

立合確認等の
品質管理

安衛法に基づく
安全管理

現場作業に係る
実地の技術指導

下請からの協議事
項への判断・対応

自社の1次上請
との協議

下請間の工程
調整

労務の手配

使用機械の手配

材料の手配

１－７．自社の工事内容に関する役割分担

① 1次は各役割とも自社での実施が多いのに対し、2次以下は役割の多くを上位の建設業者が実施している。
特に、「施工要領書等の作成」「進捗管理等の工程管理」「立会確認等の品質管理」「安衛法に基づく安全
管理」「材料の手配」は上位の建設業者が行う傾向が強い。

② 2割弱の1次では、「労務の手配」「使用機会の手配」「材料の手配」を下請の建設業者が実施している。

403

358

348

291

215

222

185

170

93

188

276

171

215

227

296

364

305

401

356

481

359

280

12

13

10

13

12

11

13

26

30

47

16

50

50

51

36

45

98

37

84

32

42

64

0% 20% 40% 60% 80%100%

139

137

124

103

76

103

92

81

65

87

129

51

54

67

89

118

79

101

96

131

109

61

8

7

6

9

7

7

7

10

10

9

6

22

22

23

19

19

31

20

33

14

15

24

0% 20% 40% 60% 80%100%

46

36

36

32

22

34

27

30

17

19

43

1

11

11

15

26

6

21

9

31

28

4

1

1

1

1

1

1

3

3

3

3

1

9

2

10

1

2

2

0% 20% 40% 60% 80%100%

7

4

3

3

3

4

4

3

3

3

6

3

4

4

4

3

1

4

4

1

3

3

0% 20% 40% 60% 80%100%
１次下請（913社） ２次下請（636社） ３次下請（220社） ４次下請（50社） ５次下請（7社）

①

①
② 10



１－８．下請に付した理由

957

300

453

288

234

139

158

248

366

146

150

1222

605

345

944

776

1163

1286

1306

1314

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社に当該工種を施工する労働者
を雇用していないため

自社の労働者が不足しているため

当該工種の施工に求められる専門
技術者を配置できないため

工事の専門性が高いため

資機材を安価に調達するため

二次的な施工管理を行う下請が
必要であるため

施工以外の対外調整が必要で
あるため

発注者（建築主）からの指示

材料の手配のみであるため

その他

207

237

149

166

181

824

746

1024

752

1160

1018

1163

1223

1202

1205

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1位 2位 3位 4位以下 理由に該当せず

41

49 37

59

302

272

336

252

354

336

362

361

368

353

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

8

1

2

1

2

3

1

1

2

1

13

1

31

9

30

26

31

30

31

32

31

32

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元請（1,315件） 1次下請（1,230件） 2次下請（372件） 3次下請（32件）

① 労働者に関しては、元請や上位の下請では「自社に当該工種を施工する労働者を雇用していないため」が
多いのに対し、下位の下請では「自社の労働者が不足しているため」が多い。

② 「当該工種の施工に求められる専門技術者を配置できないため」 「工事の専門性が高いため」は下位の下
請ほど少なくなるが、3次下請でも回答されている。

①

②
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１－９．元請企業の完工高別技能労働者雇用人数

○ 元請企業では、完工高が小さいところでは技能労働者を抱える企業もあるが、1人も雇用していない社が
大勢を占める

1

2

1

1

4

1

2

1

1

1

17

4

29

6

11

8

2

10

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1兆円以上【17社】

5,000億円以上【4社】

2,000億円以上【30社】

1,000億円以上【6社】

500億円以上【15社】

200億円以上【10社】

100億円以上【3社】

50億円以上【14社】

20億円以上【4社】

10億円以上【1社】

500人以上 50人以上 20人以上 10人以上 5人以上 2人以上 1人 0人

12



１－１０．現場における技能労働者の配置人数

①配置技能労働者数は、元請の80%以上で0人で、下請でも1次では約30%、2次では約20%が0人。
②下位の次数ほど「0人」と「10人以上」の割合が減少し、4次・5次は大半が1人以上5人未満。

90

265

121

24

4

30

3

134

103

52

27

6

27

4

211

220

79

17

37

3

149

100

36

2

19

4

125

69

19

7

4

8

2

1

21

21

10

11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1人 2人以上 5人以上 10人以上 50人以上 未回答

配置技能労働者数

元請（108社）

１次（913社）

２次（626社）

３次（220社）

４次（50社）

５次（７社）

未回答（131社）

13



１－１１．具体的な施工体系・労働者配置の例①
（Ａ）

全般 － － 未回答 未回答
0 人 － － 0 人 12 人

ｺﾝｸﾘｰﾄ* 未回答
10 人 2 人

土工 未回答
4 人 2 人

未回答 未回答
1 人 2 人

－ 未回答
－ 2 人

未回答 未回答 未回答
未回答 2 人 未回答

未回答 土工 未回答
未回答 5 人 未回答

仮設他* 　*ｺﾝｸﾘｰﾄ、型枠 未回答
5 人 未回答

未回答 未回答
未回答 未回答

仮設･土工 未回答
2 人 未回答

未回答 未回答 未回答
未回答 2 人 未回答

配管工事 未回答
4 人 未回答

未回答 未回答
4 人 未回答

植栽 植栽 未回答 未回答
1 人 2 人 16 人 5 人

金属 未回答
1 人 28 人

左官 左官 未回答
28 人 1 人 7 人

左官 未回答
2 人 28 人

左官 未回答
1 人 0 人

左官 未回答 未回答 未回答
4 人 6 人 6 人 7 人

※雇用に関する設問に未回答

52-0-0-0-0-0 52-1-0-0-0-0

52-1-1-0-0-0

52-1-2-0-0-0

52-1-1-0-0-0

52-1-2-0-0-0

52-12-1-0-0-0

52-12-2-0-0-0

52-12-0-0-0-0

52-14-0-0-0-0

52-15-0-0-0-0

52-2-0-0-0-0

52-3-0-0-0-0

52-4-0-0-0-0

52-10-0-0-0-0

52-8-3-0-0-0

52-9-0-0-0-0 52-9-1-0-0-0

52-11-0-0-0-0

52-7-0-0-0-0

52-8-1-0-0-0

52-8-2-0-0-0

52-8-0-0-0-0

52-12-7-0-0-0

52-13-0-0-0-0 52-13-1-0-0-0

52-12-6-2-0-0

52-12-6-3-0-0

52-12-6-4-0-0

52-12-6-5-0-0

52-12-6-6-0-0

52-12-6-7-0-0

52-12-3-0-0-0

52-12-4-0-0-0

52-12-5-0-0-0

52-12-6-0-0-0

（Ａ） （Ｂ）

52-13-2-0-0-0

52-13-3-0-0-0

52-13-4-0-0-0

52-12-6-1-0-0

52-11-1-0-0-0

52-11-2-0-0-0

52-11-3-0-0-0

52-11-4-0-0-0

52-1-3-0-0-0

52-6-0-0-0-0

52-5-0-0-0-0

：付加次数の可能性のある技能労働者のみで構成されている班

：付加次数の可能性のある技能労働者が含まれている班

：常用で雇用保険の支払を行っている技能労働者のみで構成されている班

：調査への回答なし（下請工期外を含む） 14



１－１２．具体的な施工体系・労働者配置の例②

【本事例の概要】
建物種別：住宅 主な構造：RC造
延床面積：42、222m2 請負代金：108.7億円
【本事例の特徴】

左官、コンクリート、設備工事で重層構造と
なっており、特に下位の下請では配置技能労働
者数が1人の下請が多く、一人親方の存在が想定
される（青枠）

型枠 型枠
10 人 8 人

未回答 未回答
3 人 3 人

鉄骨･金属 金属
1 人 1 人

はつり工事
5 人

未回答 未回答
未回答 未回答

ｺﾝｸﾘｰﾄ 未回答 未回答 未回答 ｺﾝｸﾘｰﾄ
1 人 未回答 0 人 0 人 5 人

未回答 未回答 未回答
未回答 未回答 未回答

未回答
未回答

未回答 未回答 未回答
未回答 未回答 未回答

未回答 未回答
未回答 6 人

機器搬入
6 人

未回答 ダクト工事
未回答 6 人

未回答 未回答 未回答 接地工他* 　*受変電設備、地中線路
未回答 未回答 未回答 3 人

配管･配線 配線
3 人 1 人

配線
1 人

配線
1 人

（Ｂ）

52-16-0-0-0-0

52-22-0-0-0-0

52-12-1-0-0-0

52-20-1-0-0-0

52-21-1-0-0-0 52-21-1-1-1-1

52-17-0-0-0-0

52-18-0-0-0-0

52-19-0-0-0-0

52-20-0-0-0-0

52-21-0-0-0-0 52-21-1-1-1-052-21-1-1-0-0

52-25-0-0-0-0 52-25-1-1-0-0 52-25-1-1-1-0

52-25-1-1-2-0

52-22-1-0-0-0

52-22-2-0-0-0

52-23-0-0-0-0 52-23-1-0-0-0

52-24-0-0-0-0 52-24-1-0-0-0

52-23-1-1-0-0

52-25-1-0-0-0

52-22-1-1-0-0

52-23-1-1-0-0

52-25-1-1-2-1

52-25-1-1-2-2

52-25-1-1-2-3

52-24-2-0-0-0

52-24-3-0-0-0

：付加次数の可能性のある技能労働者のみで構成されている班

：付加次数の可能性のある技能労働者が含まれている班

：常用で雇用保険の支払を行っている技能労働者のみで構成されている班

：調査への回答なし（下請工期外を含む） 15



１－１３．建設工事における施工事例

会社（総実数） 技能者（総実数） うち、一人親方（総実数） 割合

１次 ７５社 － ０名 －

２次 ４３２社 － １１２名 －

３次 ３２９社 － ９７名 －

４次 ３３社 － ９名 －

計 ８６９社 ２７２５名 ２１８名 ８．０％

○ 医療施設の増設工事 （工事代金48億円、延べ床面積10,299㎡）

2020年５月～2021年11月

令和４年９月

第５回 個人事業者等に対する安全衛生対策の
あり方に関する検討会（厚生労働省）

資料５－１ より作成

16



１－１４．都道府県を対象とした重層下請構造についてのアンケート結果

①公共建築
・一般的な新築工事では概ね３次までが多い。
・小規模改修工事（外壁、防水改修等）や設備工事では概ね２次以内。
・大規模工事や特殊性・専門性が高い工事は４次以上となる場合がある。

②公共土木
・一般的に概ね２次までが多い。
・工事繁忙期になると人員確保のため３次以上となる場合がある。
・大規模工事や特殊性・専門性が高い工事は３次以上となる場合がある。

③民間建築
・概ね公共建築と同様に３次までが多い。
※約4割の団体で状況未把握。
※公共建築に比べ次数は増えるとの回答も一部あり。

建設工事における一般的な下請契約の次数

○建築工事
・業界全体の職人が不足しており、人員や機械の確保から重層化となる。
・サッシやEV、内装工事等で商社を一次下請とする傾向があり、その後

メーカー、専門業者といった下請構造となり重層化しやすい。
・土木と比較して工程、工種の複雑さから重層化しやすい。
○土木工事
・大規模工事では工種が多岐にわたるため必然的に重層化する。
・大規模な土工事ではダンプの確保が難しく、運送会社で重層化しやすい。
○建築、土木共通
・専門性が高い工事は、下請体制も含め専門工事業者等に発注するため。
・工期内完成のため、再下請け等で必要な労務者の確保が必要になるため。

下請契約が重層的な構造となることが避けられない理由

・施工に関する役割や責任の所在が不明確になりやすい。

・現場の円滑な連絡調整や情報共有に支障が生じる。

・下請次数が高次になると利潤確保が困難となり、労務費や法定福利費へ

のしわ寄せがおそれが生じる。（中間業者を挟むため）

・下請けへの不払い等が発生した際に、元請けに対する指導しかできない。

・元請による施工体制台帳等の整理に時間と労力がかかっている。

重層下請による問題や課題

④民間土木
・概ね公共土木と同様に２次までが多い。
※約4割の団体で状況未把握。
※人員確保のため３次以上となるとの回答も一部あり。

○公共工事では、概ね建築で３次下請以内、土木で２次下請以内までに収まるとの回答が大半であった。

○民間工事についても公共と同様に、概ね建築で３次下請以内、土木で２次下請以内になるとの回答が約半数を占めた。

※ただし、公共・民間とも大規模工事や特殊性・専門性が高い工事、繁忙期の人材確保等から下請次数は増えるとの回答あり。

44

1
2①公共建築

3次以内

4次以上

未把握

23

5

19

③民間建築
3次以内

4次以上

未把握
45

2②公共土木

2次以内

未把握
25

2

20

④民間土木
2次以内

3次以上

未把握

17



制度概要

取組による効果等

１－１５．地方公共団体における重層下請適正化に向けた取組

取組による効果等

宮城県（R2） 埼玉県（H28） 新潟県（H19） 三重県（H30） 福井県（H26） 京都府（H24） 鳥取県（H27） 長崎県（H25）

Ｒ２年度からモデ
ル工事（建築は３
次、土木は２次ま
で）を実施

6000万円以上の土木

工事で、特記仕様書に
「可能な限り下請次数
の抑制に努めること」と
記載し、３次以下の下
請と契約を結ぶ際には
理由書を提出

250～7000万円の特

殊な技術を要しない地
域の安全・安心に深く
関わる土木、建築一式
工事等で発注者が選
定する工事につき、２
次まで

全ての工事を対
象とし、建築一式
は３次、それ以外
は２次まで

全ての工事を対象とし、
建築一式は３次、それ
以外は２次まで（1000
万円以下の土木は１
次）

原則建築一式は
３次、それ以外は
２次まで

全ての工事を対
象とし、建築一式
は３次、それ以外
は２次まで

入札時に下請次数を
建築一式で３次、建築
一式以外で２次までに
することを誓約した場
合、総合評価の加点
対象とする

・建築工事の元請か
ら、施工体制管理の
改善、下請の利益
向上、との声あり

・品質、安全管理の
指示伝達徹底

・可能な限り下請次
数の抑制に努める
ことで、元請・下請
企業への意識付け
が図られる

・下請次数が減り施
工体制が明確化し
た、との声あり

・元請けから、売
り上げが上がっ
た、法令遵守の
意識が高まった
との声あり

・品質の向上や適正
な利潤確保等

・次数制限を超えた
工事は、直近3年で
平均0.6％程度（年
間700～800件中2
～6件）

・土木工事の大半で
下請次数が２次以
下となる効果、建築
でも３次以下が実現

・全体で下請契約し
ている工事が７割→
５割に減少

・概ね下請次数
制限以内に収
まっている状況

・不要な重層下
請への抑止効果

・品質の確保

・土木工事は、導入
前から２次下請以内
が大半だったため、
影響はあまりない

・建築工事は、実態
を調査した上で３次
までとしており、実
現できている

・過去3年の請負業

者による誓約率
99％

・過去契約後の不履
行は発生していない

・適切な施工体制の
確保

－

・「県発注工事の1
次下請実績」を入
札参加資格要件
として試行的に認
めており、新規企
業の工事受注チャ
ンスが拡大

・地域下請企業
の受注機会確保

・県内企業の育
成に寄与

・要綱で「県内業
者への優先発注」
等を規定すること
で、担い手確保や
適正な施工体制
の確立に貢献

・府内企業への
下請契約増加に
よる地域経済へ
の貢献に寄与

・下請契約の適
正化

・県内企業と下請
を行うことで県内
企業の育成及び
県内経済の活性
化に寄与

・元請も主観点数
の加算項目となる

重層下請改善モデル
工事実施要領 特記仕様書

地域保全型
工事試行要領 特記仕様書

建設工事元請下請
関係適正化指導要綱 公契約大綱等

下請契約等
適正化指針

総合評価落札方式
実施要領等

－ 請負契約書 上記規程と同じ 上記規程と同じ 上記規程と同じ 上記規程と同じ 上記規程と同じ 工事共通仕様書

※ダムなどの大規模工事、専門・特殊工事など、工事の規模・種類によって重層化の事情が異なり、上記制限におさまらない工事もある。

※施工時期等により管内での下請確保が困難になる場合もある。
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２．適切な施工体制の確立に向けて



主任技術者の設置

経営状況等に関する客観的事項の審査
（公共工事の元請になろうとする建設業者）

①経営状況 ②経営規模
③技術力 ④社会性
①経営状況 ②経営規模
③技術力 ④社会性

業種ごとに工事現場に技術者を設置業種ごとに工事現場に技術者を設置

○建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護
○建設業の健全な発達を促進
○建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護
○建設業の健全な発達を促進

・建設業を営む者の資質の向上
・建設工事の請負契約の適正化 等
・建設業を営む者の資質の向上
・建設工事の請負契約の適正化 等

目的

許可の要件

経営能力
（会社としての経
営能力を評価）

業種ごと
の技術力

欠格要件

・許可取消しから一定期間を経過しない者
・刑に処せられてから一定期間を経過しない者
・法人でその役員が欠格要件に該当する者 等

誠実性

監理技術者の設置
（元請として4,000万円以上
の下請契約を結ぶ場合）

特定建設業許可
（元請として4,000万円以上
の下請契約を結ぶ工事）

一般建設業許可
（特定建設業以外）

２９業種
（土木工事業・建築工事業等） 都道府県

知事許可

1の都道府
県のみに
営業所を
設置

国土交通
大臣許可

２以上の都
道府県に
営業所を
設置

許可の種類

許可制度 ★建設業者の資質の向上★

500万円未満の
建設工事

（建築一式工事につ
いては、1500万円未
満又は150㎡未満の
木造住宅工事）

許可不要

技術者制度 ★施工技術の確保★

経営事項審査 ★公共工事元請業者の一元評価★

例：施工体制台帳の作成 （4,000万円
以上の下請契約を結ぶ場合）

請負契約の適正化 ★発注者や下請負人の保護等★

・指示処分 ・営業停止処分 ・許可取消処分・指示処分 ・営業停止処分 ・許可取消処分

※ 許可を有さない者に対しても処分可能

監督処分 ★法令遵守の実効性の担保★

・公正な請負契約の締結義務

・請負契約の書面締結義務

・元請負人の義務

財産的
基礎

建設資材製造業者等への勧告・命令

資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、国土交
通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧告・公表・命令することが可能

事前認可により建設業
の許可を承継

事業承継

２－１．建設業法の概要

20



12 15 18 19 20 20 20 20 19 19 21 23 23 24 26 29 32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 24 21 19 18 17 17 18 18 16 16 18 19 20 21 22 22 23 24 25 

22
24

25
29 30 30 30 28 29 31

33

39
43

49

56
54

52 47
45 44 48

42 37
37

36
33

31
30 32 33 34

31 31
25 24 26 26

30 29

36 38 40 40 40 37 38 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

S5
1

S5
2

S5
3

S5
4

S5
5

S5
6

S5
7

S5
8

S5
9

S6
0

S6
1

S6
2

S6
3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30 R

1
R

2
R

3

政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

２－２．建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成30年度まで実績、令和元年度・令和２年度は見込み、令和３年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値
注４ 平成27年産業連関表の公表に伴い、平成27年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、平成23年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和３年度は約63兆円となる見通し（ピーク時から約25％減）。

○ 建設業者数（令和３年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和３年平均）は485万人で、ピーク時（平成９年平均）から約29％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比

▲29.2%

485万人
（令和３年平均）

475千業者
（令和３年度末）

許可業者数
ピーク時比

▲20.9%

62.7兆円
（令和３年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲25.4％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人
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２－３．適正な施工体制の確立に向けて

建設産業における生産システム合理化指針について
建設業法に基づく適正な施工体制の確保等を図るため、発注者から直接建設工事を請け負った建設業
者は、施工体制台帳を整備すること等により、的確に建設工事の施工体制を把握するものとする。
一括下請けは、中間において不合理な利潤がとられ、これがひいては建設工事の質の低下、受注者の
労働条件の悪化を招くおそれがあること、実際の建設工事施工上の責任の所在を不明確にすること、
発注者の信頼に反するものであること等種々の弊害を有するので、建設業法において原則として禁止
されているところであるが、発注者の承諾が得られる場合においても、極力避けること。

不必要な重層下請けは、同様に種々の弊害を有するので行わないこと。

（平成3年2月5日 建設経済局長通知）

22

建設産業の再生と発展のための方策 2011 
現在の重層下請構造は、個々の企業が経済的合理性に基づき原則自由に行動し、各工事契約において
繰り返し下請契約を締結した結果として形成されている。
重層下請構造が進んだ要因としては、建設生産の内容の高度化等による専門化・分業化の進展だけで
なく、受注産業の特性としての業務量の増減及び繁閑の発生への対応、外注によるコスト削減への対
応が挙げられる。重層下請構造は、間接経費の増加による生産性の低下・労務費へのしわ寄せ、施工
責任の不明確化・品質の低下、安全指示の不徹底等による安全性低下といった問題を生じさせ、結果
として経済的に不合理との指摘がある。
このため、重層下請構造の是正を促進するとともに、人を大切にする施工力のある企業を中心とした
施工体制を確立することが必要である。これにより、人材の確保・育成を促進し、建設産業全体の生
産性を向上させることが可能となる。

（平成23.6.23 国土交通省建設産業戦略会議取りまとめ）



２－４．行き過ぎた分業化

従来から技術が高度化すれば職種が専門分化して細分化が進むといわれてきた。床暖房、エコキュー
トなどの新しい機器は、メーカーの責任施工である場合が多いので、職種として独立し、一般の配管
や設備とは区別されるので職種が増える。また、建築の性能向上や乾式化が進めば、断熱工、防音
工、軽天工、床工、目地処理工等の新しい区分が出現し職種が増える。
細分化しすぎると管理上の問題が生じるので、元請（ゼネコン）は、1 次下請に商社や流通を介在さ
せて発注単位を纏めることが多くなっている。これによって下請の重層が1 段階増える。杭問題にお
いては、代理店的存在である1 次下請が建設業法が禁じる「丸投げ」に該当するとして処罰された
が、与信や購買、納品等の不可欠な役割を担っている場合の方が多い。
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（参考）建設業の重層下請構造の実態と技能者の処遇 蟹澤宏剛

発注者

・・・

元請

1次下請

2次下請

3次下請

＜横浜市のマンション事案における役割＞
○請け負った基礎ぐい工事の主たる部分を2次下請に請け負わせており、自社では

基礎ぐい工事の進捗管理や安全管理のほか、くい製造会社に対する納期の確認
指示等を行っていた。

○くい工事に関する施工計画書の作成、工程管理、出来形・品質管理、完成検査等
は行っていなかった。施工計画書については2次下請が作成したものをほぼその
まま元請に提出。本ぐいの支持層への到達の判断は特段行っていなかった。

建設資材の販売代理店的役割を担っており、資材の納入管理等の管理業務は行
うものの、実質的に施工に携わらない企業の存在
問題点として、施工上の役割・責任が不明確、円滑な連絡・情報共有への支
障、工事の品質低下、価格への影響といった恐れ

実質的に施工に携わらない企業の介在



２－５．重層下請構造の改善

下請の重層化が施工管理や品質面に及ぼす影響

下位の下請段階にみられる労務提供を行う下請の重層化

○建設投資が減少し、受注価格が低迷する中、工事の繁閑に対応する目的から、
専門工事業者が直接施工に必要な技能労働者を雇用から請負へと外部化する
動きが進んでいるとの指摘

⇒下位の下請段階において、主に同業種間で労務提供を行うための重層化が進行
・現場施工を担う技能者の技量や就労状況の把握・管理が困難

・技能者の地位の不安定化、不明確な雇用・請負関係を招き、就労環境が悪化
するおそれ
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○建設業においては、工事全体の総合的な管理監督機能を担う元請のもと、中間的な施工管理や労務の提供その他の直接施工機能を担う１次下
請、２次下請、さらにそれ以下の次数の下請企業から形成される重層下請構造が存在

○重層下請構造は、個々の企業において、工事内容の高度化等による専門化･分業化、必要な機器や工法の多様化への対応等のため、ある程度は
必然的･合理的な側面がある一方、施工に関する役割や責任の所在が不明確になること、品質や安全性の低下等、様々な影響や弊害が指摘

○ 重層化により施工体制が複雑化することに伴い、施工管理や安全管理面での
影響が生じるおそれ

⇒ 重層化するほど工事の質や安全性が低下するおそれ

・施工に関する役割や責任の所在が不明確になりやすい
・現場の施工に対して元請や上位下請による管理が行き届きにくい
・現場の円滑な連絡調整や情報共有に支障が生じやすい
・下位下請から元請等に対して施工に関する意見や提案が届きにくい

施工管理を行わない下請企業の介在

○工場製品や資材等の販売を行う代理店等、取引契約上の介在のみで必要な施
工管理を行わない企業が施工体制に組み込まれる

⇒不要な重層化が生じ、施工に関する役割の不明確化等の問題

実質的に施工に携わらない企業を施工体制から排除し、不要な重層化の回
避を図ることで施工に関する役割や責任の明確化を図るため、自ら施工管理
を行わず、建設業法上必要とされる役割を果たしていない企業の施工体制か
らの排除を徹底する必要

○一括下請負禁止の徹底 （判断基準の明確化と運用の強化）

○主任技術者の専任配置等の徹底

○下請として中間段階に介在する企業数が増えることにより、中間段階でこれらの
企業に利益として受け取られる対価が増加

⇒下位下請の施工の対価の減少や、労務費へのしわ寄せのおそれ

○下位下請の設計変更や追加工事に関する契約上の処理が不明瞭になるおそれ

重層下請構造の改善は広範にわたる課題であるため、当面の措置として上記の対策を講じつつ更なる検討を深める必要

下位の下請段階にみられる労務提供を行う下請の重層化を抑制し、技能者の就労環境の
改善や不安定な就労形態の改善を図るため、１次や２次の専門工事業者が中核的な技能
労働者を社員として雇用しやすい環境整備を図ることが必要

○公共工事の施工時期の平準化や、繁閑調整のための環境整備
○建設キャリアアップシステムの整備

・技能労働者の技能･経験を蓄積するシステム整備により、優秀な技能労働者を雇用する企業が客観的に把握
され、施工力の評価に資することを通じて工事を受注しやすくなる環境を整備

○社会保険未加入対策の徹底
・法定福利費の内訳明示等による法定福利費の確保等の促進等

（２）専門工事業者が中核的な技能労働者を雇用しやすい環境整備（１）実質的に施工に携わらない下請企業の排除

下請の対価の減少や労務費へのしわ寄せ
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※公共工事での一括下請負は、入契法第14条の規定により、
全面的に禁止されています。

※民間工事は、発注者の書面による事前承諾がある場合を
除き、禁止されています。
ただし、共同住宅を新築する工事等、一定の民間工事では、
全面禁止されています。

下請契約

下請契約

下請負間でも
一括下請負は禁止！

●請け負った建設工事の全部又はその主たる部分を
一括して他人に請け負わせる場合

●請け負った建設工事の一部分であって、
他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を
一括して他人に請け負わせる場合

であって、

請け負わせた側がその下請工事の施工に

実質的に関与していると認められないものが該当します。

一括下請負は、

◆ 発注者が建設業者に寄せた信頼を

裏切ることになります。

◆ 施工責任が曖昧になり、

手抜工事や労働条件の悪化にも繋がります。

◆ 中間搾取を目的とした施工能力のない

商業ブローカー的不良建設業者の輩出を招きます。

ですので、

建設業法では、
一括下請負を禁止しています。

！ 公共工事は全面禁止

！ 民間工事も原則禁止

一括下請負（丸投げ）とは 発注者

元請負人

一次下請負人

二次下請負人

一括して他人に
請け負わせてはいけません。
（法第22条第1項）

一括して他人から
請け負ってはいけません。
（法第22条第2項）

２－６．一括下請負（丸投げ）の禁止 ①
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課建設業法第２２条
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①元請（発注者から直接請け負った者）が果たすべき役割 ②下請（①以外の者）が果たすべき役割

○請け負った建設工事全体の施工計画書等の作成
○下請負人の作成した施工要領書等の確認
○設計変更等に応じた施工計画書等の修正

施工計画の
作成

○請け負った範囲の建設工事に関する施工要領書等の作成
○下請負人が作成した施工要領書等の確認
○元請負人等からの指示に応じた施工要領書等の修正

○請け負った建設工事全体の進捗確認
○下請負人間の工程調整

工程管理
○請け負った範囲の建設工事に関する進捗確認

○請け負った建設工事全体に関する下請負人からの施工報告の
確認、必要に応じた立会確認

品質管理
○請け負った範囲の建設工事に関する立会確認（原則）
○元請負人への施工報告

○安全確保のための協議組織の設置及び運営、作業場所の巡視等、
請け負った建設工事全体の労働安全衛生法に基づく措置

安全管理
○協議組織への参加、現場巡回への協力等、請け負った

範囲の建設工事に関する労働安全衛生法に基づく措置

○請け負った建設工事全体における主任技術者の配置等、
法令遵守や職務遂行の確認

○現場作業に係る実地の総括的技術指導
技術的指導

○請け負った範囲の建設工事に関する作業員の配置等法令遵守
○現場作業に係る実地の技術指導※

○発注者等との協議・調整
○下請負人からの協議事項への判断・対応
○請け負った建設工事全体のコスト管理
○近隣住民への説明

その他

○元請負人との協議※

○下請負人からの協議事項への判断・対応※

○元請負人等の判断を踏まえた現場調整
○請け負った範囲の建設工事に関するコスト管理
○施工確保のための下請負人調整

⇒ 元請は、以上の事項を 全て 行うことが求められる ⇒ 下請は、以上の事項を 主として 行うことが求められる

※下請が、自ら請けた工事と同一の種類の工事について、単一の建設企業と更に下請契約を
締結する場合に必須とする事項

○「実質的に関与」とは、自ら施工計画の作成、工程管理、品質管理、安全管理、技術的指導等を行うことをいいます。
元請・下請それぞれの具体的な役割は、以下のとおりです。

２－７．一括下請負（丸投げ）の禁止 ②
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

実質的に施工に携わらない企業を施工体制から排除し、不要な重層化を回避するため、

一括下請負の禁止に係る判断基準の明確化を図る必要

（中建審・社整審 産業分科会 建設部会 基本問題小委員会「中間とりまとめ（H28.6.22）」）

【通達発出】
一括下請負の禁止について（H28.10.14付け）
※同日付け事務連絡にて、業界団体あてに事例集も送付

建設業法第２２条
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二次下請C社

２－８．専門工事一括施工管理制度（R2.10.1施行）

一次下請A社

主任技術者

二次下請D社

一次下請A社

主任技術者

二次下請B社

主任技術者

三次下請Ｄ社

主任技術者

三次下請Ｅ社

主任技術者

【改正前】

専任配置

【改正後】

建設業法第26条の規定により、全ての下請業者が
それぞれ主任技術者を配置。

上位下請の主任技術者が下位下請の技術上の施工
管理を行うことにより、下位下請は主任技術者を
配置しないことができる。

元請負人： 自社施工分を超える業務量に対応しやすくなる
下請負人： 受注の機会を確保しやすくなる

＋
建設業における重層下請構造の改善に寄与

効 果

発注者

二次下請Ｃ社

主任技術者

二次下請B社

（下請）

（再下請）

一次下請Ａ社の直用の労働者が不足しており、その不足を
補うため同様の建設工事の内容をB社、C社に再下請。
（足りない場合はさらにＤ社、Ｅ社にも再下請）

発注者

元請X社

監理又は主任技術者
元請X社

監理又は主任技術者

（※）適用条件：
（上位側）・下請代金の額が3、500万円未満

・一定の指導監督的な実務経験を
有する主任技術者を専任で配置

（下位側）再下請けを行わない
（工種） 鉄筋工事又は型枠工事

二次下請Ｅ社
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○公共工事・民間工事を問わず、作成の必要があります。

○作成義務があるのは、下請契約の総額が4、000万円※以上
となる特定建設業者である元請業者です。
※ 建築一式工事については6、000万円

○公共工事については、入札契約適正化法の規定により、
下請契約の額にかかわらず、台帳作成が必要です。
また、作成した台帳の写しは、発注者への提出が
義務付けられています。【入契法第15条】

※ 民間工事については、発注者からの請求に基づき、施工体制台帳を
閲覧に供しなければなりません。

○工事目的物を発注者に引き渡すまでの間、
工事現場ごとに備え付けることが義務付けられています。

→その後は一部抜粋したものを５年間保存（関連：29.帳簿の備付けと保存）

○発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者である元請業者は、

その工事を施工するに際して締結した下請契約の総額※が4、000万円

（建築一式工事については6、000万円）以上になる場合、

施工体制台帳と施工体系図の作成が義務付けられています。（法第24条の8）

※建設工事に該当しない資材納入、調査業務、運搬業務、警備業務などの契約金額は含みません。
施工体制台帳

２－９．施工体制台帳 と 施工体系図の作成等
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

施工体系図

元請：特定建設業者が、
4、000万円（建築一式6、000万円）

以上を下請契約を締結するとき

施工体制台帳 建設業法第２４条の８第１項
入札契約適正化法第１５条

施工体制の的確な把握によって、建設工事全体の適正施工に努める必要

○作成義務があるのは、施工体制台帳の作成義務のある
建設業者です。

○各下請負人の施工分担関係が一目で分かるように作成する
図になります。

○工期中の掲示が義務付けられています。

【公共工事】工事現場の工事関係者が見やすい場所
公衆の見やすい場所

【民間工事】工事関係者が見やすい場所

施工体系図 建設業法第２４条の８第４項

建設業法第２４条の８
入契法第１５条
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一次下請Ｃ関係一次下請Ｂ関係元請A 作成分

○「建設工事の請負契約」における全ての下請負人が施工体制台帳の記載対象となります。※無許可業者も含みます。

○一次下請だけでなく、二次下請、三次下請等も記載対象です。

※ 建設工事の請負契約に該当しない資材納入や調査業務、運搬業務などにかかる下請負人等については、建設業法上は
記載の必要はありませんが、仕様書等により発注者が記載を求めているときは記載が必要となる場合もあります。
→例えば、国土交通省発注工事では、警備会社との契約について共通仕様書により記載を求めています。

元請 A 一次下請 B 二次下請 E

二次下請 F

三次下請 H

運搬業者

一次下請 C 二次下請 G 資材業者

一次下請 D

資材業者

一次下請業者に対し、施工体制台帳作成対象工事である旨を通知

二次下請業者に対し、施工体制台帳作成対象工事である旨を通知するとともに、
元請業者（作成建設業者）に対し、再下請負通知書を提出

三次下請業者に対し、施工体制台帳作成対象工事である旨を通知するとともに、
元請業者（作成建設業者）に対し再下請負通知書を提出

施工体制台帳作成対象工事である旨の通知及び再下請負通知書の提出義務なし
（再下請負していないため）

警備業者

施工体制台帳の構成

※一次下請業者D、二次下請業者F、二次下請業者G、三次下請業者Hは、再下請負していないため、
再下請負通知書の提出義務なし

２－１０．施工体制台帳の作成① （記載対象となる下請負人）
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

Ａの専門技術者に関する
書面

Ａの技術者の雇用関係を
証する書面（補佐含む）

Ａの技術者の資格を
証する書面（補佐含む）

契約書の写し
（元請A ⇔ 一次下請D）

契約書の写し
（元請 ⇔ 一次下請C）

契約書の写し
（元請 ⇔ 一次下請B）

契約書の写し
（発注者 ⇔ 元請A）

施工体制台帳

一次下請
B、C、D

に関する事項

契約書の写し
（一次下請B ⇔ 二次下請E）

再下請負通知書

二次下請
E に関する事項

契約書の写し
（二次下請E ⇔ 三次下請H）

再下請負通知書

三次下請
H に関する事項

契約書の写し
（一次下請B ⇔ 二次下請F）

再下請負通知書

二次下請
F に関する事項

一次下請B作成分 二次下請E作成分 一次下請B作成分

契約書の写し
（一次下請C ⇔ 二次下請G）

再下請負通知書

二次下請
G に関する事項

一次下請C作成分

建設業法第２４条の８
建設業法施行規則第１４条の２

施工体制台帳の作成範囲

①元請業者と一次下請業者の記載事項と添付書類

②再下請負通知の記載事項と添付書類
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２－１１．施工体制台帳の作成② （記載内容と添付書類）
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

○施工体制台帳には、作成建設業者の許可に関する事項、請け負った建設工事に関する事項、

下請負人に関する事項、健康保険等の加入状況、外国人建設就労者の従事の状況等を記載しなければなりません。

施工体制台帳に記載すべき内容
（建設業法施行規則第14条の2第1項）

【元請負人に関する事項】
○建設業許可の内容 ※すべての許可業種

○健康保険等の加入状況

○建設工事の名称・内容・工期

○発注者との契約内容（発注者の商号、契約年月日等）

○発注者が置く監督員の氏名等

○元請業者が置く現場代理人の氏名等

○配置技術者の氏名、資格内容、専任・非専任の別

〇従事する者の氏名等

○外国人材の従事の状況

【下請負人に関する事項】
○商号・住所

○建設業許可の内容 ※請け負った工事に係る許可業種

○健康保険等の加入状況

○下請契約した工事の名称・内容・工期

○下請契約の締結年月日

〇注文者が置く監督員の氏名等

○現場代理人の氏名等

○配置技術者の氏名、資格内容、専任・非専任の別

〇従事する者の氏名等

○外国人材の従事の状況

建設業法第２４条の８
建設業法施行規則第１４条の２

施工体制台帳に添付すべき書類
（建設業法施行規則第14条の2第2項）

○発注者との契約書の写し

○下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し

（注文・請書及び基本契約書又は約款等の写し）

※民間工事の場合で、作成建設業者が注文者となる下請契約以外の
下請契約については、請負代金額を除いたもの

（元請⇔一次間の契約書には請負代金額の記載が必要です）

○元請負人の配置技術者が監理技術者資格を有することを

証する書面

※現場配置の専任を要する工事のときは、監理技術者資格者証の
写しに限る

〇監理技術者補佐を置くときは、監理技術者補佐資格を有する

ことを証する書面

○専門技術者を置いた場合は、その者の資格を証明できる

ものの写し（国家資格等の技術検定合格証明書等の写し）

○監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を

証明できるものの写し（健康保険証等の写し）
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施工体制台帳の作成工事
である旨の通知

施工体制台帳の作成工事
である旨の通知

・再下請負通知書
・添付書類（契約書の写し）

（公共工事の場合）
施工体制台帳の
写しを提出

（ア）元請負人［作成建設業者］
＜ 一次下請締結後 ＞

○元請業者である建設業者は、作成建設業者に
該当することとなったとき、遅滞なく、一次
下請人に対し、施工体制台帳の作成対象工事
である旨の通知を行う【上図ア-1】とともに、
工事現場の見やすい場所にその旨が記載され
た書面（再下請負通知書の書面案内）を掲示
【上図ア-2】し、施工体制台帳と施工体系図
を整備します【上図ア-3】。

（イ）一次下請負人
＜ 二次下請締結後 ＞

○一次下請人は、作成建設業者に対して、再下
請負通知書（添付資料である請負契約書の写しを
含む）を提出する【上図イ-1】とともに、二次下
請負人に施工体制台帳の作成対象工事である
旨の通知を行います【上図イ-2】。

○作成建設業者は、一次下請負人から提出された
再下請負通知書により、又は自ら把握した情報
に基づいて施工体制台帳と施工体系図を整備し
ます。

（ウ）二次下請負人
＜ 三次下請締結後 ＞

○二次下請人は、作成建設業者に対して、再下
請負通知書（添付資料である請負契約書の写しを
含む）を提出する【上図ウ】（一次下請負人を経由

して提出することも差し支えありません。）とともに、
三次下請負人に施工体制台帳の作成対象工事
である旨の通知を行います。

○作成建設業者は、二次下請負人から提出された
再下請負通知書若しくは自ら把握した情報に基
づいて記載する方法又は再下請負通知書を添付
する方法のいずれかによって、施工体制台帳と
施工体系図を整備します。

２－１２．施工体制台帳の作成③ （作成手順）
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

発

注

者

元
請
負
人

（
作
成
建
設
業
者
）

一
次
下
請
負
人

（
再
下
請
負
通
知
人
）

請負契約 請負契約 請負契約

・再下請負通知書
・添付書類（契約書の写し）

※一次下請負人を経由する形で

作成建設業者に提出することも可

○再下請負通知が必要
となること等を記載
した書面の工事現場
への掲示

○施工体制台帳の作成、
施工体系図の掲示

（ア－３）

（ア－１）

（ア－２）

（イ－１）

（イ－２）

（ウ）

二
次
下
請
負
人

（
再
下
請
負
通
知
人
）
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掲示を行う者
→ 元請業者

現場内の見やすい場所に
再下請通知書の提出案内
を掲示する。

掲

示

書
面
通
知

通知を行う者
→ すべての建設業者

下請に工事を発注する際、
以下内容を書面で通知

○元請業者の名称

○再下請負通知が必要な旨

２－１３．施工体制台帳の作成④ （関係者への周知）
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

②
貴社が工事を請け負わせた建設業を営む者

に対しても、この書面を複写し交付して、
「もし、さらに他の者に工事を請け負わせた
ときは、作成建設業者に対する①の通知書の
提出と、その者に対するこの書面の写しの交
付が必要である」旨を伝えなければなりませ
ん。

作成特定建設業者の商号
○○建設（株）

再下請負通知書の提出場所
工事現場内建設ステーション／
△△営業所

下請負人となった皆様へ

今回、下請負人として貴社に施工を分担し
ていただく建設工事については、建設業法
（昭和２４年法律第１００号）第２４条の８
第１項により、施工体制台帳を作成しなけれ
ばならないこととなっています。

①
この建設工事の下請負人（貴社）は、その

請け負った建設工事を他の建設業を営む者
（建設業の許可を受けていない者を含みま
す。）に請け負わせたときは、建設業法第２
４条の８第２項の規定により、遅滞なく、建
設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４
号）第１４条の４に規定する再下請負通知書
を当社あてに次の場所まで提出しなければな
りません。
また、一度通知いただいた事項や書類に変

更が生じたときも、遅滞なく、変更の年月日
を付記して同様の通知書を提出しなければな
りません。

○施工体制台帳の作成対象工事であることを、
工事関係者に周知しましょう。

下請負人となった皆様へ

今回、下請負人として貴社に施工を分担していただく建設工事につい
ては、建設業法（昭和24年法律第100号）第24条の８第1項の規定により、
施工体制台帳を作成しなければならないこととなっています。
この建設工事の下請負人（貴社）は、その請け負ったこの建設工事を

他の建設業を営む者（建設業の許可を受けていない者を含みます。）に
請け負わせたときは、

① 建設業法第24条の８第2項の規定により、遅滞なく、建設業法施行規
則（昭和24年建設省令第14号）第14条の4に規定する再下請負通知書
を当社あてに次の場所まで提出しなければなりません。また、一度通
知いただいた事項や書類に変更が生じたときも、遅滞なく、変更の年
月日を付記して同様の通知書を提出しなければなりません。

② 貴社が工事を請け負わせた建設業を営む者に対しても、この書面を
複写し交付して、「もしさらに他の者に工事を請け負わせたときは、
作成建設業者に対する①の通知書の提出と、その者に対するこの書面
の写しの交付が必要である」旨を伝えなければなりません。

作成特定建設業者の商号 ○○建設（株）
再下請負通知書の提出場所 工事現場内建設ステーション／△△営業所

下請業者への書面通知例

この建設工事の下請負人となり、その請け負った建設工事を他の建設
業を営む者に請け負わせた方は、遅滞なく、工事現場内建設ステーショ
ン／△△営業所まで、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第
14条の4に規定する再下請負通知書を提出してください。
一度通知した事項や書類に変更が生じたときも変更の年月日を付記し

て同様の書類を提出してください。
○○建設（株）

現場への掲示文例

32



再下請負通知書の内容

（注）添付書類［請負契約書の写し］に記載されている事項は、再下請通知書への記載が省略できます。

２－１４．再下請負通知書
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

建設業法第２４条の８第２項
建設業法施行規則第１４条の４

○施工体制台帳の作成対象工事では、下請負人は、さらにその工事を再下請負した場合、
元請負人である特定建設業者に対して「再下請負通知書」を提出しなければなりません。

再下請負通知書

発注者

元請 Ａ

二次下請 Ｃ
（再下請負通知人）

三次下請 Ｄ
（再下請負通知人）

一次下請 Ｂ
（再下請負通知人）

再
下
請
負
通
知
書

下請負人は、請け負った
工事をさらに再下請負し
た場合は、その内容等を
記載した「再下請通知書」
を、元請負人である作成
建設業者に提出します。

※上位下請負人を経由する形での
提出も、差し支えありません。

①自社に関する事項

②自社が注文者と締結した
請負契約に関する事項

③自社が下請契約を締結した
再下請負人に関する事項（注）

④自社が再下請負人と締結した
請負契約に関する事項（注）

⑤健康保険等の加入状況
（健康保険・厚生年金保険・雇用保険）

⑥外国人材の従事状況

◆Cの商号、所在地、許可番号

◆CがBから請け負った工事の名称
◆注文者であるBの商号
◆Bと下請契約を締結した年月日

◆Dの商号、所在地、許可番号
◆Dに請け負わせた工事に係るDの許可業種

◆Dに発注した工事の名称、内容、工期
◆C・D間での下請契約の締結年月日
◆Cが監督員を置くときは、その者の氏名等
◆Dが現場代理人を置くときは、その者の氏名等
◆Dの主任技術者の氏名、専任・非専任の別、資格
◆Dが主任技術者以外に専門技術者を置くときは、

その者の氏名、資格、担当工事の内容
◆Dの従事する者の氏名等

◆Dの健康保険等への加入状況

◆Dにおける外国人材の従事の状況

左の施工体系において、二次下請のＣが元請Ａに
提出する場合の例
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注１）下請負人に関する表示は、現に施工中
（契約書上の工期中）の者について行う
ことが必要です。

注２）主任技術者の氏名の記載は、当該下請負
人が建設業者である場合に限り必要で

す。
（主任技術者は、特定専門工事に該当す
る場合を除き、当該下請負人が建設業者
であるときに置くことが義務付けられて
います。）

注３）「専門技術者」とは、監理技術者又は
主任技術者に加えて置く建設業法第
26条の2の規定による技術者をいいま

す。

！施工体系図は、工事の期間中の掲示が義務付けられています。
掲示場所は、公共工事は工事現場の工事関係者が見やすい場所と
公衆の見やすい場所、民間工事は工事関係者が見やすい場所とされています。

！工事の進行によって表示すべき下請業者に変更があった場合は、
速やかに施工体系図の表示も変更しなければなりません。

施工体系図の掲示

公共工事

現場内の見やすい場所

公衆の見やすい場所

民間工事

現場内の見やすい場所

※入契法第15条による

２－１５．施工体系図の作成と掲示
国土交通省

関東地方整備局
建政部 建設産業第一課

建設業法第２４条の８第４項
建設業法施行規則第１４条の６

○施工体制台帳の作成対象工事では、各下請負人の施工分担関係が一目で分かるように、
施工体制台帳をもとに樹上図等の形で示す「施工体系図」を作成し、掲示しなければなりません。

工事の名称／工期／発注者の名称

（元請） （一次下請） （二次下請） （三次下請）

●作成建設業者の名称
●監理技術者 又は

主任技術者の氏名
●監理技術者補佐の氏名

●専門技術者の氏名
・担当工事内容

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名

●専門技術者の氏名

・担当工事内容

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名

●専門技術者の氏名

・担当工事内容

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名

●下請負人の名称

●代表者の氏名

●一般・特定の別

●許可番号

●工事の内容

●工期

●特定専門工事の該当の有無

●主任技術者の氏名
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［会社名・事業者ID］ 国交建設株式会社(00000000000000)

［事業所名・現場ID］ ○○ビル作業所(00000000000000)

　

大臣　特定
　　第77777号

知事　一般

工事業
大臣　特定

　　第　　 号
知事　一般

大、と、筋 工事業

　　第00000号
知事　一般

専　任
非専任

国土　次郎

名　　　　　　　　　称

自　令和3年2月28日

至　令和4年3月31日
契 約 日 令和3年2月27日

令和2年11月11日

○○支店

令和3年3月12日

元 請 契 約

下 請 契 約

契 約
営 業 所

健康保険等の
加入状況

保険加入
の有無

土、建、電、管、鋼、

ほ、しゅ
工事業

通 工事業

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名

及 び
住 所

工 期

○○ビル新築工事/建築一式（地上６階、地下１階、延べ床面積9,600m2）

◇◇商事株式会社
　〒000-0000　埼玉県さいたま市中央区新都心○‐○

□□県□□市□□町000-0

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種

施工体制台帳

許　可　番　号

令和2年11月11日

許可（更新）年月日

　　第00000号
大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

注文　一郎
権限及び意見

申 出 方 法
契約書記載のとおり

下請契約

区 分

雇用保険

XXXXXXX XX-XXXXX-X

雇用保険

○○県○○市○○町000

専 門
技 術 者 名

国土　次郎

監 督 員 名 建設　太郎
権限及び意見
申 出 方 法

国土　三郎 資 格 内 容

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監理技術者補佐名

契約書記載のとおり

契約書記載のとおり

監 理技術 者名

主 任技術 者名

厚生年金保険

加入　　未加入
適用除外

区分 営業所の名称

事業所
整理記号等

発 注 者 の
監 督 員 名

健康保険

北陸　一郎

実務経験（指定学科３年・電）

電気設備工事

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

一級建築施工管理技士補

資 格 内 容

担 当

工 事 内 容

資 格 内 容

担 当

工 事 内 容

実務経験（10年・管）

冷暖房設備工事

給排水設備工事

許　可　番　号 許可（更新）年月日

《下請負人に関する事項》

会 社 名 ・
事 業 者 ID

さいたま土木株式会社
(00000000000000)

代 表 者 名 関東　五郎

〒000-0000
　◆◆県◆◆市◆◆区◆◆町0-0

住 所

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

○○ビル新築工事/コンクリート工、足場等仮設工、鉄筋工、型枠工

工 期
自　令和3年3月5日

至　令和4年3月25日
契 約 日 令和3年3月4日

専門技術者名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種

健康保険等の
加入状況

保険加入
の有無

ZZZZZZZ

健康保険

資格内容

令和2年2月10日

○○支店 YYYY YYYYYYY YY-YYYYY-Y

厚生年金保険

元請契約 本社 XXXX

加入　　未加入

適用除外

◆◆営業所

健康保険

事業所
整理記号等

ZZ-ZZZZZ-Z

一級建築施工管理技士

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

住　　　　　　　　　所

本社

専　任

非専任

営業所の名称

現場代理人名 関東　五郎

権限及び

意見申出方法
契約書記載のとおり

主任技術者名

雇用保険健康保険 厚生年金保険

ZZZZ

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

関東　六郎

安全衛生責任者名 田中　一郎

安全衛生推進者名 山田　二郎

雇用管理責任者名 山田　二郎

資格内容

担当工事内容

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

一号特定技能外
国人の従事の状

況(有無)
有　　無

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無 有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

一級建築施工管理技士

四国　四郎

施工体制台帳を作成又は
変更した年月日を記入

作成建設業者が発注者と
締結した契約書に記載さ
れた工期・契約日を記入

作成建設業者が発注者と
締結した契約書に記載さ
れた工事名称とその工事
の具体的内容を記入

作成建設業者が受けてい
る許可を全て記入（業種
は略称でも可）

発注者と契約を締結した
作成建設業者の営業所を
記入

一次下請と契約を締結し
た作成建設業者の営業所
を記入

一次下請を監督するため
に作成建設業者が置いた
監督員の氏名を記入
（※）

作成建設業者が置いた現
場代理人の氏名を記入
（※）

作成建設業者が置いた主
任又は監理技術者の氏名
を記入

作成建設業者が置いた専
門技術者の氏名・資格・
工事内容を記入（※）

主任又は監理技術
者の資格を具体的
に記入

作成建設業者の名称とこ
の工事を担当する事業所
名を記入 下請負人が請け負った建

設工事の契約書に記載さ
れた契約日を記入

下請負人が請け負った建設工事の契約
書に記載された工事名及びその工事の
具体的内容を記入

下請負人の請け負った建
設工事の契約書に記載さ
れた工期を記入

下請負人の受けている許
可のうち、請け負った建
設工事の施工に必要な業
種に係る許可を記入

○施工体制台帳の添付書類
１．作成建設業者が請け負った建設工事の契約書の写し
２．下請負人が請け負った建設工事の契約書の写し
３．主任又は監理技術者が資格を有することの証明書の写し（監理

技術者については監理技術者資格者証の写し）
４．主任又は監理技術者が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用

関係にあることを証明するものの写し（健康保険証等の写し）
５．監理技術者補佐又は専門技術者を置いた場合は、その者の資格

及び雇用関係を証明するものの写し

○注意事項
１．建設業法では施工体制台帳の様式は定められていませんので、

この様式によらなくても構いません。
２． は、建設業法で定められた記載事項です。
３．説明書きの後ろに（※）があるものは、技術者等を置かない場

合もあるので、その際は記載不要です。
４．「権限及び意見申出方法」は、建設業法では相手方に対して書

面により通知することになっていますので、その通知書や契約書
に定められている旨を記載するとともに、その写しを添付します。

５．事業者ID及び現場IDは建設キャリアアップシステムで使用して
いるものを記載します。

下請負人が置いた安全衛
生責任者の氏名を記入
（※）

下請負人が置いた安全衛
生推進者の氏名を記入
（※）

下請負人が置いた雇用管
理責任者の氏名を記入
（※）

発注者が置いた監督員の
氏名を記入（※）

施工体制台帳の記入例 下請負人の名称及び所在
地を記入

以下の者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
①一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者）

②外国人建設就労者（同法別表第一の五の表の特定活動の在留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの）
③外国人技能実習生（同法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者）

○健康保険等の加入状況
１．保険加入の有無

各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を
受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等
により各保険の適用が除外されている場合は「適用除外」を○で囲む。

２．事業所整理記号等
①元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称をそれぞれ記入
②健康保険：事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記入。

一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の整理記号及び事業者番号を記入。
③厚生年金保険：事業所整理記号及び事業所番号を記入

一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の整理記号及び事業者番号を記入。
④雇用保険：労働保険番号を記入。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、主たる営業所の労働保

険番号を記入。

作成建設業者が置いた監
理技術者補佐の氏名を記
入(※)

監理技術者補佐の
資格を具体的に記
入（※）

下請負人が置いた
現場代理人の氏名
を記入

下請負人が置いた
主任技術者の氏名、
資格を記入

① ② ③

① ② ③

２－１６．＜イメージ＞ 施工体制台帳 【作成例】
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○ 特定建設業者である元請業者（建設業法）、公共工事を実施する元請業者（入契法）は、「施工体制台帳」の作成・変更が義務付け
られている。※公共工事では、作成・変更時の発注者への提出も必要。

○ これは、元請業者に直接の契約関係にある下請業者のみならず工事全体を監督しつつその施工管理を行わせることで、建設工事の適
正な施工を確保することを目的としている。

国土交通省
関東地方整備局

建政部 建設産業第一課資料より作成



一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。 （注）３．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。

（注）４．資格・免許等の写しを添付することが望ましい。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

（注）１１．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

（注）１０．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹
 技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

（注）９．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフト
 の運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。

（注）８．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
 ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。

（注）７．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保
 険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用
 除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

（注）６．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

番
号

       …18歳未満の作業員

氏名

技能者ID

 本書面に記載した内容は、作業員名
簿として安全衛生管理や労働災害発生

時の緊急連絡・対応のために元請負業

者に提示することについて、記載者本
人は同意しています。

ふりがな

11111111111111

こくど　じろう

国土　三郎

年　月　日

□□歳

□□歳

3

しこく　しろう

教　育・資　格・免　許
職
種

※ 年金保険

こくど　さぶろう

建築

元請
確認欄

生年月日

年齢

○○年○○月○○日
健康保険組合

健康保険 建設業退職金
共済制度

建築2

11111111111111

11111111111111

四国　四郎

提出日　　令和３年３月１２日

○○年○○月○○日

国土　太郎

1 国土　次郎

歳

配管

歳

健康保険組合

□□歳

○○年○○月○○日

年　月　日

年　月　日

厚生年金

年　月　日

歳

技能講習 免　許雇用保険

3333

厚生年金

雇用保険

雇用保険 3333

職長・安全衛生責任者

健康保険組合

雇入・職長
特別教育

玉掛け

無

一級建築施工管理技士

一級建築施工管理技士補

事業所の名称
・現場ID

所長名

雇用保険 3333

無

有

厚生年金

年　月　日

歳

歳

（注）２.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

有

無

有

△△年△△月△△日

作　　業　　員　　名　　簿
（令和３年３月１２日作成)

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人

国交建設（株）
(00000000000000)

中小企業退職金
共済制度

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

△△年△△月△△日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

（注）５．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、
 建設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者で
 ある等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記
 載。

入場年月日

受入教育
実施年月日

△△年△△月△△日

△△年△△月△△日

△△年△△月△△日

△△年△△月△△日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再

主

現

安

作業員名簿の記入例 作業員名簿を作成又は変
更した年月日を記入

作成建設業者の名
称を記入

建設工事に従事する
者の生年月日・年齢

を記入

建設工事に従事する
者の記号を記入

雇用保険番号の被保険
者番号の下４桁を記入

施工現場の所長名を
記入

建設工事に従事する
者の職種を記入

建設工事に従事する
者が取得している資

格を記入

現場入場及び
受入教育を実

施した年月日
を記入

建設工事に従事する
者が受けている教育

（雇入・職長・特
別）を記入

共済制度（建退
共・中退共）の加

入の有無を記入

○注意事項
１．建設業法では作業員名簿の様式は定められていませんので、

この様式によらなくても構いません。
２． は、建設業法で定められた記載事項です。

３．事業者ID、現場ID及び技能者IDは建設キャリアアップシステム
で使用しているものを記載します。

建設工事に従事する
者の氏名・ふりがな

を記入

建設工事に従事する
者が加入している保

険（健康・年金・雇
用）を記入

建設工事に従事する
者が受けている技能

講習を記入

作業員名簿を提出した年
月日を記入

２－１７．＜イメージ＞ 作業員名簿 【作成例】
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○ 特定建設業者である元請業者（建設業法）、公共工事を実施する元請業者（入契法）は、施工体制台帳の一部として、建設工事に従事す
る者の健康保険等の加入状況等を記載した、いわゆる「作業員名簿」の作成・変更が義務付けられている（R2.10.1施行）。

※公共工事では、作成・変更時の発注者への提出も必要。
○ これは、元請業者に作業員個々人の保険加入状況・資格取得状況等を把握させることで、その処遇改善につなげるとともに、建設工事の

適正な施工を確保することを目的とするものである。

国土交通省
関東地方整備局

建政部 建設産業第一課資料より作成



２－１８．＜イメージ＞ 再下請負通知書 【作成例】

〒000-0000

　

　

　　第33333号
知事　一般

工事業
大臣　特定

　　第　　 号
知事　一般

外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無
一号特定技能外
国人の従事の状

況（有無）

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無

営業所の名称

主 任 技 術 者 名 資 格 内 容

加入　　未加入
適用除外

営業所の名称

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

有　　無

令和2年12月11日

一号特定技能外
国人の従事の状

況（有無）

有　　無 有　　無

近畿　太郎

契 約 日 令和3年4月11日

住 所
電 話 番 号

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

○○ビル新築工事　/　鉄筋設置時の重量物楊重運搬配置工事

許可（更新）年月日

   と 工事業
大臣　特定

《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名
・事業者ID

株式会社近畿建設 代 表 者 名 近畿　太郎

工 期
自　令和3年4月12日

至　令和3年8月31日

工 期
自　令和3年4月1日

至　令和3年9月30日
令和3年3月31日

再下請負通知書

直 近 上 位
注 文 者 名

【報告下請負業者】

TEL　00-0000-0000

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

資 格 内 容
二級建築施工管理技士

（躯体）
担当工事 内容

権限及び
意見申出方法

基本契約約款記載のとおり 専 門 技 術 者 名

住 所 　○○県○○市○○町000　

FAX　00-0000-0000

監 督 員 名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

安全衛生責任者名

雇用管理責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

中部　太郎

令和2年9月20日

許可（更新）年月日

注文者との
契 約 日

大臣　特定

元請名称・
事 業 者 ID

《自社に関する事項》

国交建設株式会社
(00000000000000)

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

厚生年金保険 雇用保険

知事　一般
工事業

厚生年金保険 雇用保険

ZZZZZZZ

安全衛生推進者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

安全衛生責任者名

田中　一郎

雇用管理責任者名

雇用保険

主任技術者名

ZZZZZZZ ZZ-ZZZZZ-Z
資格内容

◆◆営業所 ZZZZ

田中　一郎

ZZ-ZZZZZ-Z

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

事業所
整理記号等

健康保険

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

◆◆営業所 ZZZZ

担当工事内容

現 場 代 理 人 名 中部　七郎

実務経験（指定学科５年・
とび土工）

中部　七郎

権限及び
意見申出方法

令和3年4月10日

〒000-0000
　○○県○○市○○0-0
　00-0000-0000

　　第　　号

専　任
非専任

近畿　太郎

健康保険 厚生年金保険

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

さいたま土木株式会社

　　筋 工事業
大臣　特定

　　第999999号
知事　一般

会 社 名 ・
事 業 者 ID

中部鉄筋工業株式会社
(00000000000000)

○○ビル新築工事　/　鉄筋加工組立工事

代表者名

専　任
非専任

中部　七郎

専門技術者名

資格内容

現場代理人名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名 東北　八郎

東北　八郎

再下請負通知書の記入例

再下請負通知書を作成又

は変更した年月日を記入

中部鉄筋工業株式会社（再下請負通知人）が株式会社近畿建
設（再下請負人）との下請契約の内容を報告する場合

再下請負通知人が請け

負った建設工事の注文者
の名称を記入

再下請負通知人の名称及

び所在地を記入

再下請負通知人が請け負

った建設工事の作成建設
業者の名称を記入

再下請負通知人が請け負

った建設工事の契約書に
記載された工事名称とそ

の具体的内容を記入

再下請負通知人が請け負

った建設工事の契約書に
記載された工期を記入

再下請負通知人が受けて

いる許可のうち、請け負
った建設工事の施工に必

要な業種に係る許可を記

入

再下請負通知人が請

け負った建設工事の
契約書に記載された

契約日を記入

再下請負人を監督するた

めに再下請負通知人が置
いた監督員の氏名を記入

（※）

再下請負通知人が置いた

現場代理人の氏名を記入
（※）

再下請負通知人が置いた

主任技術者の氏名及び専
任・非専任の別を記入

（※）

主任技術者の資格を具体

的に記入

再下請負通知人が置いた

・安全衛生責任者
・安全衛生推進者

・雇用管理責任者

・専門技術者
を記入（※）

再下請負人が請け負った

建設工事の契約書に記載
された工期を記入

再下請負人の名称及び所

在地を記入

再下請負人が請け負った

建設工事の契約書に記載
された工事名及びその工

事の具体的内容を記入

再下請負人が請け負った

建設工事の契約書に記載
された契約日を記入

再下請負人が受けて

いる許可のうち、請
け負った建設工事の

施工に必要な業種に

係る許可を記入

再下請負人が置いた

現場代理人の氏名を
記入

再下請負人が置いた主任

技術者の氏名及び専任・
非専任の別を記入

○注意事項

１．建設業法では再下請負通知書の様式は定められていませんので、この様式によらなくて
も構いません。

２． は、建設業法で定められた記載事項です。

３．説明書きの後ろに（※）があるものは、技術者等を置かない場合もあるので、その際は
記載不要です。

４．「権限及び意見申出方法」は、建設業法では相手方に対して書面に通知することになっ
ていますので、その通知書や契約書に定められている旨を記載するとともに、その写しを

添付します。

５．事業者ID及び現場IDは建設キャリアアップシステムで使用しているものを記載します。

○再下請負通知書の添付書類

・再下請負通知人と再下請負人が締結した契約書の写し

○健康保険等の加入状況

１．保険加入の有無
各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数

あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外されている場

合は「適用除外」を○で囲む。
２．事業所整理記号等

①元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称をそれぞれ記入
②健康保険：事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記入。

一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の整理記号及び事業者番号を記入。

③厚生年金保険：事業所整理記号及び事業所番号を記入
一括適用の承認に係る営業所の場合は、主たる営業所の整理記号及び事業者番号を記入。

④雇用保険：労働保険番号を記入。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、主たる営業所の労働保険番号を記入。

再下請負人が置いた

・安全衛生責任者
・安全衛生推進者

・雇用管理責任者

・専門技術者
を記入（※）

以下の者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

①一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者）

②外国人建設就労者（同法別表第一の五の表の特定活動の在留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの）

③外国人技能実習生（同法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者）

① ② ③

① ② ③
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○ 施工体制台帳作成工事における下請業者は、他の建設業を営む者に工事を請け負わせたときは、元請業者による施工体制台帳の円滑
な作成に資するため、再下請負人の名称等を記載した「再下請負通知書」を元請業者に対して通知することが義務付けられている。

国土交通省
関東地方整備局

建政部 建設産業第一課資料より作成



国交建設（株）
(00000000000000)

さいたま土木（株）
(00000000000000)

中部鉄筋工業（株）
(00000000000000)

（株）近畿建設
(00000000000000)

建設　太郎 関東　五郎 中部　太郎 近畿　太郎

国土　次郎 77777 999999 33333

国土　三郎 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

四国　四郎 田中　一郎 中部　七郎 近畿　太郎

担 当 工 事 内 容
冷暖房設備工事
給海水設備工事

関東　六郎 中部　七郎 近畿　太郎

元 方 安 全 衛 生 管 理 者 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容 中国　三郎

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

国土　次郎

（株）北海建設
(00000000000000)

北海　道夫

北海　一郎 44444

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

北海　道夫

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

東京電機（株）
(00000000000000)

東京　四郎

55555

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

埼玉　五郎

埼玉　五郎

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

工
事

鉄
筋
組
立
工

工
事

鉄
筋
設
置
時
の
重
量
物
の

楊
重
運
搬
配
置

工
事

工

事

特定専門工
事の該当

専 門 技 術 者

主 任 技 術 者

主 任 技 術 者

《三次下請》

コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
・

足
場
仮
設
工
・
鉄
筋

組
立
工
・
型
枠
工

工
事

構
内
電
気
設
備
・

照
明
設
備

特定専門工事

の該当

　工期

専 門 技 術 者

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の別

安 全 衛 生 責 任 者

担当工事
内　　　容

特定専門工
事の該当

専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

特定専門工

事の該当

施工体系図

安 全 衛 生 責 任 者

工期

　自　令和３年２月２８日

　至　令和４年３月３１日

会社 名・ 事業 者ID

　工期

《一次下請》 《二次下請》

　工期

安 全 衛 生 責 任 者

副    会    長

会          長

担当工事
内　　　容

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

一 般 / 特 定 の 別

発 注 者 名

工 事 名 称

元 請 名 ・ 事 業 者 ID

監 督 員 名

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

◇◇商事株式会社

○○ビル新築工事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

３ 年 ３ 月 ５ 日 ～ ４ 年 ３ 月 ２ ５ 日

年 月 日 ～ 年 月 日

３ 年 ４ 月 １ 日 ～ ３ 年 ９ 月 30 日

　工期

安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工

事

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者

３ 年 ４ 月 12 日 ～ ３ 年 ８ 月 31 日

代 表 者 名

許 可 番 号

工
事

会社 名・ 事業 者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の別

特定専門工事
の該当

許 可 番 号

監 理 技 術 者 補 佐 名

代 表 者 名

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の別

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者

３ 年 ３ 月 ５ 日 ～ ４ 年 ３ 月 ２ ５ 日

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

安 全 衛 生 責 任 者

専 門 技 術 者

会社 名・ 事業 者ID

代 表 者 名

代 表 者 名

　工期

代 表 者 名

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者

一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

代 表 者 名

一 般 / 特 定 の 別

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

主 任 技 術 者

担当工事
内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

３ 年 ４ 月 １ 日 ～ ３ 年 ９ 月 30 日

工
事

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

　工期

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

特定専門工事

の該当

安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

代 表 者 名

許 可 番 号

担当工事
内　　　容

一 般 / 特 定 の 別

担当工事

内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

型
枠
工

工

事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

代 表 者 名

許 可 番 号

施工体系図の記入例 作成建設業者が発注者と締結した契
約書に記載された工期を記入

作成特定建設業者の名称
を記入

作成建設業者が置い
た監理又は主任技術
者の氏名を記入

作成特定建設業者が置い
た専門技術者の氏名を記
入（※）

作成建設業者が置いた専
門技術者が担当する工事
内容を具体的に記入
（※）

一次下請を監督する
ために作成建設業者
が置いた監督員の氏
名を記入（※）

作成建設業者が置い
た統括安全衛生責任
者の氏名を記入
（※）

工
事

一般・特定の別を記入

下請負人が置いた安全衛生責任者の
氏名を記入（※）

下請負人が置いた専門技術者の氏名
を記入（※）

下請負人が置いた専門技術者の担当
する工事内容を具体的に記入（※）

下請負人が請け負った建設工事の
契約書に記載された工期を記入

下請負人の名称・事
業者IDを記入

下請負人が請け負った建設
工事の具体的内容を記入

○注意事項
１．建設業法では施工体系図の様式は定められていませんので、この

様式によらなくても構いません。
２． は、建設業法で定められた記載事項です。
３．説明書きの後ろに（※）があるものは、技術者等を置かない場合

もあるので、その際は記載不要です。
４．下請負人が建設業の許可を受けていない場合は、下請負人に関す

る「主任技術者」及び「専門技術者」については、記載不要です。
５．事業者ID及び現場IDは建設キャリアアップシステムで使用してい

るものを記載します。

作成建設業者が置い
た監理技術者補佐の
氏名を記入（※）

下請負人の代表者名
を記入

下請負人の許可番号
を記入

一般 / 特定

有　　　・　　　無

安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

担当工事
内　　　容

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

代 表 者 名

工
事

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者

下請負人が置いた主任技術者の氏名
を記入（※）

特定専門工事の該当の有無を記入

２－１９．＜イメージ＞ 施工体系図 【作成例】
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○ 特定建設業者である元請業者（建設業法）、公共工事を実施する元請業者（入契法）は、各下請業者の施工の分担関係を表示した
「施工体系図」の作成・掲示が義務付けられている。

○ これは、元請業者が施工体制を的確に把握し、下請業者の監督や施工管理を適切に行えるようにするとともに、下請業者も含めた全
ての者が施工の役割分担を簡明に確認できるようにすることで、建設工事の適正な施工を確保することを目的としている。

国土交通省
関東地方整備局

建政部 建設産業第一課資料より作成



３．建設技能者施策について



３ー１.一人親方問題の現状の課題と施策の方向性

１．現状の課題

○ 国土交通省においては、

・ 老後の生活や怪我時の保障など技能者に対する処遇改善

・ 法定福利費を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の整備

等の観点から、平成２４年度から社会保険加入対策を推進しており、企業単位・技能者単位ともに保険加入率上昇が見ら

れるなど、一定の効果が発現

○ 令和２年１０月から建設企業の社会保険加入が建設業許可・更新の要件として位置付けられるなど、社会保険加入対策

をさらに強化

○ 一方で、社会保険加入対策や労働関係法令規制の強化に伴って、法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図し

て、技能者の個人事業主化（いわゆる一人親方化）が進む懸念

○ 建設業界への聞き取りや企業アンケートにおいても、技能者の一人親方化が進んでいる傾向が示されており、その中に

は、実態が雇用労働者であるにもかかわらず、偽装請負の一人親方として従事している技能者も一定数存在

① 一人親方等に直接訴求する取組（令和元年度実施済）

⇒ 社員（労働者）と一人親方（個人事業主）の適切な働き方の理解
を促すとともに、社員として働いた場合は一人親方として働いた
場合と比較して、将来の年金給付額が多くなる可能性等について、
直接一人親方等に周知

法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図して、偽装請負としての一人親方化を進めることは、技能者の処遇
低下のみならず、法定福利費等を適切に支払っていない企業ほど競争上優位となるなど、公正・健全な競争環境を
阻害するのみならず、社会保険加入対策の根幹を揺るがす重要な問題

２．施策の方向性

② 実効性ある一人親方対策（今後実施）

⇒ 職種ごとの一人親方の実態把握等を行いつつ、規制逃れを目
的とした一人親方化対策、その他一人親方の処遇改善対策等に
ついて、「建設業の一人親方問題に関する検討会」において実効
性ある施策を検討・推進

建設業の一人親方問題に関する検討会
中間とりまとめ（参考資料）

40



３－２．職種ごとの一人親方の実態

業種名 実態等

鉄筋工事業
一人で請け負って仕事をする業種では無い。人手不足の時に「応援」という形で個人の職人に依頼す

ることがある。

型枠工事業
型枠工事業においては一人親方という形でできる仕事は、本来の作業の特性上、少ない。労務費率

の高い職種で法定福利費が請負金額に反映されていない状況である。

電気工事業 一人親方は、二次下請、三次下請以降の会社にいる。

管工事業
会社から独立する技能者はいる。社員では対応ができない範囲を一人親方が対応している。報酬は

必要経費等（持ち込む道具や車代など）を加味して従業員より多く支払う傾向。

鳶工事業
鳶工事業においては一人親方という形で、できる仕事は少なく、グループ毎での作業となる。高齢者

や社会保険未加入者、人手不足の際の人員補充するような技能者を一人親方としている。

内装仕上工事業
工法の変化により、技能者は工賃のみの仕事となったが、個人住宅現場などでは材料・工賃で請け

負う現場もある。各工事の一日当たりの施工㎡数から算出して、請負契約が行われ、工事が上手な方
や早く仕上げる方は収入を上げられる形になっている。

塗装工事業
道具と材料があれば独立できる。報酬は働いた日数に応じて支払われる傾向。地域特性や受注環境

の減少等を理由に一人親方は多様な働き方をしている。 また、時間外労働の上限規制（働き方改革
法）に起因して、より多くの収入を得たい技能労働者の「一人親方化」がさらに増加している。

建設機械施工
ダンプ、トラックを個人で持っている一人親方はいる。他職種に比べて労務費率が比較的低く、また、

技量の高い技能者を確保することが優先事項であり、技能者を外注するメリットは少ない。

左官工事業
労務費率が高い職種のため、職人を一人親方として独立させた事例は非常に多い。ゼネコン等が元

請となる現場で一人で壁を塗ることは元請の指揮命令系統の中にいるので、一人親方としての働き方
は難しいと考える。

○ 第２回検討会にて、専門工事業団体の構成員に一人親方の実態をヒアリングした内容。

建設業の一人親方問題に関する検討会
中間とりまとめ（参考資料）
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３－３．各建設現場における一人親方の実態

○ 一人親方が現場に入場する際、施工体制台帳や施工体系図への記載

が適正に行われている現場が増えている。その一方で、書類提出や手続

の煩雑さを理由に、雇用契約が無いにも関わらず、上位下請企業の社員

として、新規入場者教育や危険予知書類等に名前を記載して現場入場し

ている一人親方も多い。特に「応援」と称して現場入場する一人親方に多

く散見される。

○ 自治体発注の中学校新築工事現場で、鉄筋工事の二次下請として31人

の一人親方が施工体系図に記載されている事例があった。

○ 一人親方の現場入場を拒否、あるいは原則不可とする元請も出てきてい

る。また、現場入場の条件として、特別労災の給付基礎日額１万円以上の

加入や、一人親方と請負契約を締結した発注会社への上乗せ保険への

加入指導、内訳が記載された請負契約書の提出等を求める事例もある。

○ 一次下請に住宅企業のグループ会社の施工業者や協力会社の工務

店が入り、二次下請以降に大工職の一人親方やその他の職種の一人

親方が下請となる実態が多い。

○ 大手の住宅企業が特別加入団体となり、その団体を通じて特別労災

に加入している一人親方は、給付基礎日額が低額の加入者が多い実

態、１０代の加入者もいる事例がある。

○ 現場の就労実態は、元請の管理システムで現場の入退場時刻を報告

している事例が多い。

○ 請負契約を締結する際に一定の期間、単価は同額とする事例（合意

単価）があり、単価交渉の余地が無く、指値発注に近い事例が多い。

○ 家電量販店発注の据付工事等では、請負金額（単価）の交渉余地が

無いことが多いとの報告がある。

○ 建売住宅企業が発注者で、大工職の一人親方が元請として木工事部

分を請負う事例が多い。

○ 現場の就労実態は、建売住宅企業に所属する現場監督人が定期的

に現場の施工管理、材料の発注・手配等を行い、請負契約の大工には

施工マニュアル等が配付され、施工手順・方法・使用材料の指定等が

詳細に決められている事例が多い。また、早朝・夜間・日曜日は施工禁

止等、就労時間の制限がされている事が多いが、工期設定が短いた

め、夜間・日曜日に作業をしている実態もある。

○ 一人親方と請負契約を締結する場合、建売住宅企業によって棟単

価、坪単価、平米単価等が仕様等を基準に定額で決められており、両

者で事前に見積をせず、発注金額が記載された発注書・請書が一方的

に送付され、一人親方が記入・押印をして請書を返送するケースが多

い。

○ インターネットによる求人情報・求職者情報提供で、建設現場の仕事

情報サイトと呼ばれるプラットホームが数多く存在し、多くの一人親方

が登録をしている。なお、職業安定法第３２条の１１の規定により、建設

業の有料職業紹介事業は禁止されている。

○ 契約内容を確認すると「１日２万円（常用請負）」等、形式的に請負契

約としているが、実態は単なる労働力として現場に従事している事例が

多い。

ゼネコンの現場における一人親方の実態

住宅企業の現場における一人親方の実態

建売住宅の現場における一人親方の実態

求人サイト・求人情報誌などにおける一人親方の実態

※このページに記載されている実態や事例は、
本検討会の構成員より提供いただいた事例を掲載している。

建設業の一人親方問題に関する検討会
中間とりまとめ（参考資料）
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１ 社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインの改訂
・明らかに実態が雇用形態であるにもかかわらず、一人親方と
して仕事をさせている企業を選定しない取扱いとすべき
・適正と考えられる一人親方を具体的に記載
・適正でないと考えられる一人親方の例を記載 等

２ 技能者に対して働き方が適正かどうか確認するための取組
・働き方の自己診断チェックリストの活用
・一人で請け負って仕事ができる職種又は仕事の確認
・現場入場時の元請企業等による技能者本人へ働き方等の
ヒアリングの実施 等

今後の検討課題や注意事項 等

規制逃れを目的とした一人親方化防止対策 一人親方の処遇改善策

３－４．建設業の一人親方問題に関する検討会まとめ 概要

３ 適正な請負契約の締結・適切な請負代金の支払いについて
周知
・建設業法第２０条第３項で定められている見積書に必要な
１４項目や、建設業法第１９条第１項で定められている契約
書に必要な１５項目を盛り込んだ、建設工事の完成を目的と
した見積書、請負契約とすること
・「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガ
イドライン」を遵守する旨の周知
・一人親方に工事を請け負ってもらう場合、工事費のほかに
必要経費を適切に反映させた請負代金を支払うよう元請企
業が下請企業に指導 等

４ 雇用契約を締結すべきと考えられるケースや契約内容等が適切でないケースの周知徹底及び契約内容の適正化
・特定企業の業務に専属的に使用し、労働日や始業・終業時刻を指定し、仕事の進め方や作業方法等について具体的に指揮命
令を行い、賃金は就業した時間に応じて支払っているが、契約上は請負としている場合
・契約内容が請負となっていない、報酬が労働時間・日数によって変動するような請負契約を締結している場合
・契約金額に労災特別加入の費用や支給されない資機材等の必要経費等が実質的に反映されず、同種の雇用している技能者と
同額程度の報酬となっているような請負契約を締結している場合 等

○建設キャリアアップシステムの活用についての検討
・建設キャリアアップシステムに一人親方として登録した事業
主に対する各種サービスの検討
・（労働）災害が発生した際の就業履歴の確認 等

○インボイス制度の周知徹底
・令和５年（２０２３年）１０月からインボイス制度が始まるため、
円滑な導入ができるよう周知を行う。

５ 一人親方問題における国土交通省・建設業界が政策的に推進する「適正一人親方の目安」の策定

・「実務経験年数が１０年程度未満」、又は「建設キャリアアップシステムのレベル３相当未満の技量」の技能者（例：１０代・２０代の
技能者）が一人親方として扱われている場合は、処遇改善・技能向上の観点から、雇用契約の締結・社会保険への加入を促進

・実務経験年数が１０年程度以上あり、建設キャリアアップシステムのレベル３相当以上の技術力を持つ技能者が一人親方として現
場作業に従事している場合、目指すべき一人親方として政策的に誘導し、建設業法に基づく適正取引を周知

○建設雇用改善計画（第十次）との連携

建設業の一人親方問題に関する検討会
中間とりまとめ

43



３－５．国土交通省直轄工事における社会保険加入対策の強化について

・工事を実施する元請業者・一次下請業者（下請契約３千万円以上）を社会保険等加入業者に限定

・未加入の一次下請業者（下請契約３千万円以上）と契約した場合、特別な事情がなければ、受注者（元請業

者）に対し、当該下請金額の10％の違約罰の徴収、指名停止及び工事成績評定の減点を実施

・二次下請以下の未加入業者は、建設業許可部局へ通報（下請契約３千万円以上）

・一次下請を社会保険等加入業者に限定する対策について、下請契約３千万円未満の工事においても試行

●平成29年４月からの対策強化

① 二次下請以下についても、社会保険等加入業者に限定することを実施し、受注者（元請

業者）に対し、30日の猶予期間内※での加入指導を求める（加入指導の事実が確認された場

合、猶予期間の延長可）。
※猶予期間･･･社会保険等未加入業者である下請業者が直ちに工事の施工から排除されることのないよう、

当該未加入業者に対して加入を促す期間

【平成27年８月からの対策】

【平成26年８月からの対策】

【平成29年10月から適用】

② ①の期間内に加入確認書類が提出されなかった場合、受注者（元請業者）に対し、違約

罰（当該下請金額の５％）、指名停止及び工事成績評定の減点を実施。

これらの取組に加えて、
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３－６．地方公共工事を含めた社会保険加入対策の強化（標準約款改正）

○ 国土交通省直轄工事においては、平成29年4月以降、２次以下を含めた全ての下請企業を対象に、社会保険加入業者
に限定する対策を実施しているところ（防衛省、農林水産省においても同様の措置）。

○ 都道府県では、概ね、元請企業及び一次下請企業について一定の対策を講じているものの、市町村では、一部の団体
に留まっている状況。

改正の背景

実施している
（定期の競争参加資格審査等で確認）

実施していない

H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31

国 １７ １５ ２ ４

都道府県 ４５ ３８ ２ ９

市区町村 ８４０ ６１１ ９０１ １１３０

全ての工事で、１次下請まで加入企
業に限定（２次下請以降の限定も含む）

下請業者へのその他の対策を実施
（未加入業者の通報を含む）

対策を実施していない

H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31 H28.3.31 H27.3.31

国 ６ ５ ６ ３ ７ １１

都道府県 ９ ２ ３１ １９ ７ ２６

市区町村 １３７ ９０ ８２４ ５４ ７８０ １５９７

① 公共工事の元請企業を社会保険等加入業者に限定する取組

② 公共工事の下請企業を社会保険等加入業者に限定する取組

（出典）入札契約適正化法に基づく実態調査

○ 公共約款において、元請企業に対し、当該工事の下請（二次以降を含む）を社会保険加入企業に限定する規定を新設。
ただし、地方公共団体の実情に配慮し、選択して条文を採用できるよう措置。

改正の内容
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３－７．民間工事を含めた法定福利費内訳明示の強化（標準約款改正）

導入している 導入していない 導入割合（％）

国（各府省） １６（１６） ３（３） ８４％（８４％）

都道府県 ３４（２９） １３（１８） ７２％（６２％）

市区町村 ４２７（３４６） １,３１４（１,３９５） ２４％（２０％）

① 請負代金内訳書に法定福利費を明示する取組

○ 国土交通省で平成２９年７月、標準約款（公共／民間／下請）を改正し、受注者が作成し発注者に提出する請負
代金内訳書に法定福利費を内訳として明示することを標準化。
◯ 当該調査では、各公共発注者が公共工事を発注する際、受注者から提出される請負代金内訳書に法定福利費を
明示する取組について調査。

◯ 国では、法定福利費を明示する取組が進む一方、市区町村では一部の自治体にとどまっている状況。

今後実施することを
決定している
（時期も決定）

今後実施することを
決定している
（時期は未定）

今後も実施する
予定はない

国（各府省） ０（０） １（２） ２（１）

都道府県 ２（２） ８（１０） ４（６）

市区町村 １９（２０） ６９５（７６７） ６０９（６０８）

② 請負代金内訳書に法定福利費を明示する取組を実施していない場合の今後の対応予定

※市区町村は政令市を含み、北方領土６村を除く

（出典）令和３年度入札契約適正化法に基づく実態調査
※カッコ内は、前回調査結果
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適正な社会保険への加入を許可要件とする（R2.10～施行）

健康保険
厚生年金

保険
雇用保険

適用事業所に該当する全ての営業所について、その
旨を届け出ていること

適用事業の事業所に該当す
る全ての営業所について、
その旨を届け出ていること

適用事業所とは
・土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破

壊、解体又はその準備の事業を行う事業所で常時５人以上の従業
員を使用するもの

・法人の事業所であって、常時従業員を使用するもの

適用事業とは
・労働者が雇用される事業

※許可要件としては適用事業所に該当する全ての事業所について、また、適用事業に該当する全ての適用
事業についてその旨を届け出ていることを要件とし、労働者ごとの加入までは要件としないこととする。

３－８．建設業許可・更新における社会保険加入の要件化（建設業法改正）
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★施工体制台帳の記載事項を追加（R2.10以降）

○監理技術者補佐を配置する場合は、その者の氏名及び有する資格
※この場合は、当該資格を証する書類及び恒常的な雇用関係があることを記載した書面

を添付する。

○当該建設工事に従事する者に関する以下の事項（作業員名簿）
・氏名、生年月日及び年齢
・職種
・社会保険の加入等の状況
・中小企業退職金共済法に該当する者であるか否かの別

※中退共又は建退共の加入を記載
・安全衛生に関する教育を受けているときは、その内容
・建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（従事者が希望しない場合は記載

不要）

施工体制台帳の記載事項追加により、技能者単位の社会保険加入状況についても
記載の必要。
作業員名簿の作成については、建設キャリアアップシステムの活用により、効率
的に作成することを想定。

３－９．技能者ごとの社会保険加入状況の確認について（建設業法施行規則改正）
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３－10.社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン（概要）

〇下請企業について保険加入の確認・指導等

社会保険については関係者を挙げて取り組むことが求められており、元請企業においても下請企業に対する指導等の取組を講じる必要

元請企業の役割と責任

• 選定の候補となる建設企業について社会保険の加入状況を確認し、未加入
である場合には、早期に加入手続を進めるよう指導を行う

• 社会保険の全部又は一部に適用除外ではなく未加入である建設企業を下請
企業に選定しないとの取扱いを徹底

• 建設キャリアアップシステムに登録している企業を選定することを推奨

〇現場に入場する作業員について保険加入の確認・指導等
• 新規入場者の受け入れに際して、各作業員について作業員名簿の社会

保険欄を確認し、未加入等が発覚した場合には、作業員名簿を作成した
下請企業に対し、作業員を適切な保険に加入させるよう指導する

• 情報の真正性が確保されている建設キャリアアップシステムの登録情報
を活用し、同システムの閲覧画面等において社会保険加入状況の確認を
行うことを原則化

• 書面にて保険加入状況の確認をする場合、社会保険の標準報酬決定通
知書等のコピーを提示させ真正性の確保に向けた措置を講ずること

• 一人親方として下請企業と請負契約を結んでいるため「雇用保険」に加入
していない作業員がいる場合、元請企業は下請企業に対し、一人親方と
の関係を記載した再下請負通知書及び請負契約書の提出を求め、請負
契約書の内容が適切かどうかを確認するとともに、一人親方本人に対し、
現場作業に従事する際の実態を確認する

〇法定福利費の適正な確保
• 見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要があり、法定福利

費を内訳明示した見積書の提出について、下請企業に対する見積条件に明示す
るとともに、提出された見積書を尊重すること

• 元請負人が、法定福利費相当額を一方的に削減したり、労務費そのものや他の
費用で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相当額を賄うことができない金
額で建設工事の請負契約を締結することは厳に慎むべき

〇「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」は、建設業における社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそ
れぞれ負うべき役割と責任を明確にし、建設企業の取組の指針とするべきものとして策定

〇同ガイドラインは、平成２４年７月に通知し（課長通知）、同年１１月１日に施行（令和４年４月１日最終改訂）

下請企業の役割と責任

従業員の社会保険加入義務を負っているのは雇用主であるため、下
請企業自らが積極的にその責任を果たすことが必要不可欠

〇雇用する労働者の適切な社会保険への加入

〇元請企業が行う指導等への協力

• 労働者である社員と請負関係にある一人親方の二者を明確に区別した上
で、労働者である社員については社会保険加入手続を適切に行うことが
必要

• 元請企業の指導が建設工事の施工に携わる全ての下請企業に行き渡る
よう、元請企業が行う指導に協力する

〇法定福利費の適正な確保
• 自ら負担しなければならない法定福利費を適正に見積り、法定福利費を内

訳明示した見積書を注文者に提出するとともに、業務の一部を再下請負さ
せる場合は、再下請負人の法定福利費を適正に確保する

一人親方について

〇働き方自己診断チェックリストの活用
• 建設企業との契約の形式が請負契約であっても、実態が当該建設企業の指揮

監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が支払われるものである
場合、当該契約は建設工事の完成を目的とした請負契約に当たらないため、建
設業法の適用を受けないことに留意

• 働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うよ
う当該建設企業に求めること

〇事業者としての立場
• 一人親方が建設企業と請負契約を締結する際に、当該請負契約が建設工事の

完成を目的とした内容である場合、事業者として当該工事に責任を持って施工
する必要があるため、建設業法等を遵守し、取引の適正化、工事費には必要経
費を適切に反映した請負代金の確保に努める

• 見積書を事前に交わすことや請負契約書を書面で交付することを徹底しなけれ
ばならない 49



３－11．元請の果たすべき役割について

大規模な建設工事の施工にあたっては、多数の下請負人が参加し、二次、三次の下請が行われること
も多く、これらの下請負人が共同して工事を施工することとなるが、従来これら下請負人は建設工事
の施工に関し必要とされる本法や建築基準法、労働基準法等の規定についての理解が十分でなく、こ
れらの規定を遵守しないために、工事現場における事故災害等の他、労働者に対する賃金の不払等
種々の問題を生じることも少なくなかった。加えて、建設工事に従事する下請負人が建設工事の施工
に関し必要とされる法令の規定を遵守するよう指導すべき者もはっきりしておらず、その指導能力も
問題とされるところであった。
そこで、建設業法第二十四条の七において、発注者から直接工事を請け負った特定建設業者に対し
て、当該建設工事の下請負人が所定の法令の規定に違反しないよう指導すべき義務を課すこととして
いる。
下請負人に対し違反しないよう指導すべき法令の規定は、①建設業法の全ての規定と、②建設工事の
施工に関する法令（建築基準法、宅地造成等規制法）、建設工事に従事する労働者の使用に関する法
令（労働基準法、職業安定法、労働安全衛生法等）の規定のうち一定のもの。
また、建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号）においても、元方事業主
は関係請負人に対して雇用保険その他建設労働者の福利厚生に関する事項等の適正な管理に関して助
言、指導その他の援助を行うように努めることとされている（第８条第２項）。

50

（参考）「建設業法解説 改訂13版」建設業法研究会 編著 他

（下請負人に対する特定建設業者の指導等）
第二十四条の七 発注者から直接建設工事を請け負つた特定建設業者は、当該建設工事の下請負人が、その下請負に係る建設工事の施工に関

し、この法律の規定又は建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定で政令で定めるものに違反しないよ
う、当該下請負人の指導に努めるものとする。

２ 前項の特定建設業者は、その請け負つた建設工事の下請負人である建設業を営む者が同項に規定する規定に違反していると認めたときは
、当該建設業を営む者に対し、当該違反している事実を指摘して、その是正を求めるように努めるものとする。

３ 第一項の特定建設業者が前項の規定により是正を求めた場合において、当該建設業を営む者が当該違反している事実を是正しないときは
、同項の特定建設業者は、当該建設業を営む者が建設業者であるときはその許可をした国土交通大臣若しくは都道府県知事又は営業として
その建設工事の行われる区域を管轄する都道府県知事に、その他の建設業を営む者であるときはその建設工事の現場を管轄する都道府県知
事に、速やかに、その旨を通報しなければならない。

◎建設業法（抄）



３－12．罰則付き時間外労働の上限規制

現行規制 令和６年４月以降

原則 ≪労働基準法で法定≫

1. １日８時間・１週間４０時間

2. ３６協定を結んだ場合、協定で定め
た時間まで時間外労働可能

3. 災害復旧や大雪時の除雪など、避
けることができない事由により臨時
の必要がある場合には、労働時間
の延長が可能（労基法３３条）

【同左】

３６協
定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

• 原則、月４５時間かつ年３６０時間

• ただし、臨時的で特別な事情がある
場合、延長に上限なし（年６か月ま
で）（特別条項）

※建設の事業は適用を除外

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

• 原則、月４５時間かつ年３６０時間

• 特別条項でも上回ることの出来ない年間労働時間を設定

① 年７２０時間（月平均６０時間）

② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場
合にも上回ることの出来ない上限を設定

a. ２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内

b. 単月１００時間未満

c. 原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限

ただし、災害からの復旧・復興に限り、上記②a.b.は適用
しない（※）

※労基法３３条は事前に予測できない災害などに限定されて
いるため、復旧・復興の場合でも対象とならないことがある
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産業別年間出勤日数
○厚生労働省「毎月勤労統計調査」

パートタイムを除く一般労働者

241 241
240

236

232
234

256 256 254

250
247 246

238 238 236
234

227

230

220

230

240

250

260

H28 H29 H30 R1 R2 R3

（日）

12日

調査産業計

建設業

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者産業別年間実労働時間

2017 2018
2004

1974

1918

1944

2110 2113
2099

2071

2029 2034
2046 2051 2044

2005

1914

1966

1850

1900

1950

2000

2050

2100

2150

H28 H29 H30 R1 R2 R3

（時間）

68時間

調査産業計

建設業
製造業 製造業

16日

３－13．年間出勤日数と年間実労働時間の推移

90時間
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３－14．建設業における平均的な休日の取得状況

8.6% 10.0% 44.1% 22.9% 13.2%
1.0%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4週8休以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休 その他

建設業における平均的な休日の取得状況 ○出所：国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」
（令和4年6月15日公表）

「4週6休程度」が最多

全体

18.1% 16.4% 48.7% 9.1% 6.5%
0.4%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4週8休以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休 その他

公共工事の受注がほとんど

5.0% 7.0% 38.4% 30.2% 16.3%
2.7%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4週8休以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休 その他

民間工事の受注がほとんど
公共工事の方が、比較的休日が取得できている
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○ 「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験の客観
的な評価を通じた技能者の適切な処遇や現場管理につなげる仕組み

○ これにより、①若い世代がキャリアパスの見通しをもてる、②技能・経験に応じて処遇を改善する、③技能
者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

○ システムは、日建連、全建、建専連、全建総連など、業界団体と国が連携して官民一体で普及を推進

３－1５．建設キャリアアップシステムの概要

技能者にカードを交付

現場の登録と技能者のカードタッチ

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入等

技能者情報等の事前登録

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等

※システム運営：（一財）建設業振興基金＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際にカードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり （働き方改革）
◎ データ連携等を通じた効率的な現場管理 （生産性向上）

→ 建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

技能レベルのステップアップ

【現場情報】
・現場名、工事の内容
・下請の施工体制
・下請の技能者の配置状況 等

現場管理での活用

元請が工事を登録し、現場にカードリーダーを設置

社会保険加入の確認や施工体制台帳とのデータ連携 など
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３－1６．建設キャリアアップシステムの利用状況（2022年10月末）

技能者の登録数

事業者の登録数

就業履歴数

102.4万人が登録

※労働力調査（R3）における建設業技能者数：309万人

19.7万社が登録

※うち一人親方は6.2万社

現場での利用は増加傾向

※10月は過去最高となる380万履歴を蓄積

出所：建設業振興基金データより国土交通省

0

20

40

60

80

100

120

0

200

400

600

800

1,000

1,200

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

2019年 2020年 2021年 2022年

累積 単月(右軸

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

0

50

100

150

200

250

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

2019年 2020年 2021年 2022年

累積 単月(右軸

0

1

2

3

4

5

6

0

10

20

30

40

50

60

70

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

2019年 2020年 2021年 2022年

累積 単月(右軸

（千人） （千人）

（千社） （千社）

（百万） （百万）

55



３－1７．建設キャリアアップシステムの基本的仕組み

建
設
現
場
ご
と
に
作
成
さ
れ
る
デ
ー
タ

現場で従事した就業履歴

職長・班長としての経験日数

＋

技 能 者 の 能 力 評 価

経験や資格により、技能レベルに応じた4段階の技能レベルを表示

元請による現場登録とカードリーダー設置等

技能者がカードタッチ等で就業履歴を登録

事業者登録 商号、所在地、建設業許可、
社会保険、建退共加入状況 等

本人情報、所属事業者名、
社会保険・建退共加入状況、
保有資格 等

事
前
登
録 技能者登録 保有資格

就業年数

マネジメント経験

◎元請と各下請が、現場ごとに、施工体制情
報や施工体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を行う

◎元請と各下請が、現場ごとに、施工体制情
報や施工体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を行う

現場管理での活用や働き方改革

技能者の賃金や処遇の向上

技能者の技能・経験が客観的に評価

技能者の社会保険加入等の確認

施工体制台帳などとのデータ連携

週休2日確認や退職金制度（建退共）との連携

※技能者の意思によらずに個人情報はシステムの外部に公表されない（元請企業は、他の現場のゼネコン等の下に入っている下請企業等の情報は閲覧できない）

パソコンとカードリーダの設置 iPhoneとカードリーダの設置

元請・下請事業者は事業者登録、技能者は技能者登録
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○発注者がＣＣＵＳを活用し、施工体制台帳等の閲覧、ＣＣＵＳの利用状況の確認、工期内における技能者の週休２日
の達成状況の確認できるよう、措置
（※元請けの同意を前提として、発注者にＩＤを付与し、個人情報の保護に留意しつつ、ＣＣＵＳの画面の一部を確認できる仕組みを整備）
（※システム改修の想定費用（概算）は約１．５億円。近日中に供用開始予定。）

◎ 技能者のCCUS就業履歴
の蓄積状況

◎ 事業者のCCUSの登録状況

◎ 技能者のCCUS登録状況

※レベル別・職種別の「各技能者のCCUS就業履歴の蓄積

状況」も確認可能とする。（全工期まとめての集計とすること
を検討。竣工時のレベル、職種により集計を行う。職種は５
５職種により集計を行う。）

（２） 発注工事におけるCCUSの
利用状況の確認

（３） 技能者の当該工事における
週休２日の達成状況の確認

CCUSモデル工事など、発注工事にお
ける、CCUSの利用状況の確認を可能
とする

当該発注工事の工期内における技能者の
週休２日の達成状況を確認できる必要

◎ 技能者の週休２日の達成状況

※さらに、発注者としての立場から合理的な利用目的がある

場合に限り、元請けの同意を条件として、当該工期内にお
ける技能者の他工事も含む全ての現場における就業実績
（週休２日の達成状況）についても一覧的に確認することが
できるよう措置する。（事業者と技能者の同意も別途必要と
する。）

３－1８. 【CCUS新機能】発注者による施工体制台帳等の閲覧機能

◎ 施工体制台帳の帳票

◎ 作業員名簿の帳票

◎ 施工体系図の帳票

◎ 下請負業者編成表・再下請負通
知書の帳票

◎ 社会保険加入状況の帳票

※元請けが既に出力可能な帳票について、公共発注者も
確認できるよう、措置する。

（１） 施工体制台帳等の帳票の確認

デジタル化を推進するべく、下記帳票
の確認を可能とする

書類の事務の合理化
CCUSモデル工事の履行状況の

確認事務の合理化
週休２日工事における、達成状況の

確認に資する （②とセット）

令和３年度補正予算 1.5億円
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○ 就業履歴を蓄積するカードリーダーの設置コストを削減するため、安価なカードリーダーでも利用可能とな
るよう就業履歴登録アプリを改修。

○ デジタル化推進のため、ＣＣＵＳ画面に新たに入力項目を設け、施工体制台帳等※へデータが反映できる
ようシステムを改修 ※ 施工体制台帳、施工体系図、再下請負通知書、作業員名簿等

３－19.建設技能者のスキル向上・処遇改善に向けた建設キャリアアップシステムの導入促進事業

○ 今回改修を実施することで、システムの利用コスト軽減、現場管理・作業効率化などの生産性向上を実現、
利用の促進を図ることで、技能者の能力評価のステップアップ、処遇改善につなげる。

■現行反映項目 ： 元請／下請事業者名、工事名称、現場住所・工期 等
■今回対応範囲 ： 許可業種、外国人従事有無、発注者情報 等

カードリーダー改修 施工体制台帳等改修

就
業
履
歴
登
録
ア
プ
リ
（
建
レ
コ

）

技能者ID

CCUSカード 従来のカードリーダー
1～3万円程度

安価なカードリーダー
3,000円程度～

今回対応範囲

就業履歴登録

再発行回数

カード製造番号
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３－20. ［施工能力等の見える化評価］ 見える化評価制度の概要

基礎情報

建設業許可の有無

資本金

完成工事高

団体加入の有無 等

施工能力

建設キャリアアップカード保有者数

レベル3以上の技能者数の割合

29歳以下の割合、平均勤続年数

保有する建設機械の台数 等

コンプライアンス

社会保険加入の有無

処分歴の有無

コンプライアンス確保の取組 等

○ 建設キャリアアップシステムに登録・蓄積される情報や技能者の能力評価を活用し、専門工事企業の施工能力等を「見える化」

○ 技能者を雇用・育成する専門工事企業が、発注者や元請、ハローワーク等に情報発信し、受注機会や入職者確保につなげる

【見える化の項目と評価内容】

・業種ごとに選択評価内容の追加も可能

職種 ・・・・・・・・

基礎情報

施工能力

コンプライアンス

【評価結果】評価を受けた職種について
☆～☆☆☆☆の4段階で評価

（見える化ロゴマーク・バナー）
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３－21.見える化評価の項目

小坂田小坂田

項目区分 評価内容 詳細内容

基礎情報 建設業許可の有無 建設業許可の有無

建設業の許可年数 建設業の許可年数

財務状況等
事務負担の軽減も踏まえ、建設キャリアアップシス
テムにある資本金、売上高（完成工事高）のデータ
により財務評価を行う。

取引先 －

社員数 －

団体加入 団体加入の有無

施工能力 建設技能者の人数 ●建設キャリアアップカードの保有者数
●所属技能者に占めるレベル3以上の者の割合
●所属技能者に占める29歳以下の者の割合及び所属

技能者の平均勤続年数の合算

●建設キャリアアップカードのレベルごとの人数、
最大請負金額、協力会社、表彰実績

施工実績 －

コンプライアンス 法令遵守 ●処分歴

社会保険加入状況 ●社会保険加入状況

コンプライアンスに関す
る取組状況（従業員、事
業者）

●従業員のコンプライアンス確保の取組
●事業者自らのコンプライアンス確保の取組

項目区分 評価内容

基礎情報（人材確保育成） 女性の確保育成状況

研修・訓練の実施状況

建設技能者の定着率

基礎情報（地域貢献その他） 防災活動への貢献状況

国際標準化機構が定めた規格による
登録状況

生産性向上・技術開発

民事再生法等の適用の有無

災害時対応

経営力

施工能力 建機の保有状況

表彰

最大請負金額

協力会社

コンプライアンス（法令遵守・
安全衛生）

労働時間

安全関係団体加入状況

コンプライアンス（処遇・福利
厚生）

給与制度

休暇制度

労務管理

選択評価内容の例共通評価内容
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